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はじめに

松嶋　健

「リスク社会と子どもの人権」研究委員会は、それ以前の「能力論」研究委員会や「貧
困と子ども・学力」研究委員会における問題提起を受けて、それをさらに「リスク社会」
というより広い文脈と結びつけて検討するため、2019年に始まった。この「リスク社会
と子どもの人権」というテーマについては、少し説明が必要かと思われる。「リスクに満
ちた社会のなかで子どもたちの安全・安心を守るために、子どもにも人権を認め、それを
守っていかなくてはならない」という、それ自体異論の余地がないように思われる前提を
そのまま受け入れて論じようというのではないからである。

当初あったのは、子どもを大人と同等の社会的存在として認め、「子どもの人権」に訴
えなければならない事態が多々あることは確かであるにしても、具体的な現場では、「子
どもの人権」を守る、という名のもとに実際には子どものためにならないことがなされる
場合があるのではないか、「子どもの人権」を盾に別のことが正当化される側面があるの
ではないかという問題意識であった。例えば、校則に関して、それが様々なリスクから「子
どもを守る」ためという理由で正当化されていたとしても、実際には管理を容易にするた
めという側面が大きい。さらに言うなら、何かが起きないように、というだけでなく、何
か問題が起きたときに、親やマスコミなどからの批判に対して教職員や学校を守る、そう
いう責任者探しをする訴訟社会的な動きに対するリスク管理の機能も校則には含まれてい
る。

こうした現象は、より広い意味で、教育への権利、学習の権利そのものをめぐっても見
られる。1989年に国連で採択された子どもの権利条約には、子どもの生存と発達の権利
が謳われており、そのための不可欠の要素として教育への権利が重視されている。とりわ
け日本では、子どもの諸権利のなかでも教育権、学習権に言及されることが多い。教育の
問題はしばしば貧困の問題などと結びつけられ、「貧困から脱却するためには、教育を受け、
学習する権利を行使することで学力を向上させることが不可欠である」という言説となっ
て流通している。こうした考えは、教職員や親、そして子どもたち自身にも内面化される
ことで、貧困を個人の責任とみなして疑わない態度を生み出すことにつながりやすい。そ
こでは、社会の構造や仕組みが大きく関与する貧困のような問題が個人化され、個々の子
どもの学力や能力の問題に転換・還元されることで、社会的な富の分配といった対策を導
く観点が後景に退くことになる。

こうした観点のもと、先行の研究委員会では、能力の個人化をめぐる問題や、貧困と子
どもと学力がなぜ結びつけられるのかという問いなどを中心に研究が行われてきた。その
問題意識をさらに「リスク社会」の視座とつなげて考えようというのが本研究委員会の趣
旨である。「子どもの人権」のような、何の問題もなく「善き」ことのように思われる目
的が、あるいはそうであるからこそ、それ以外の価値を抑圧したり封じ込めたりするとい
う別の機能を持たされることが起こる。そのときに日本ではしばしば、「子どもの安全・
安心」という言葉が持ち出されることを考えると、そこには、リスクに対する認識がある
ことは間違いなさそうである。「リスク」とは、とりわけ未来の不確定性にかかわる概念
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であるが、私たちの社会における「子ども」とは、まさしく未来への可能性そのものとみ
なされるような存在であり、ここに「リスク」と「子ども」が結びつくより深い認識上の
必然性がある。
「リスク」を検出し測定する技術が発展し、リスクが可視化されるとともに、そうした

リスクへの事前の対応や社会的なデザインが可能だという空気が強くなっていく。このよ
うにリスクに対するセンシビリティが高まると、様々な権利の制限があっても、それはリ
スクの管理のため、「安全・安心」のため、という理由で正当だとみなされることが多く
なる。「子どもの人権」は、リスクに対して敏感になった社会における権利制限に対する
ものであると同時に、「子どもの安全・安心」に置き換えられ、権利制限を正当化する論
理としても働くことになる。そこで本研究委員会では、「子どもの人権」ということが問
題化され語られるようになった社会的・歴史的な文脈や背景について、「リスク社会」と
いう視座から検討することを通して、現在の状況について批判的に理解する枠組みを探る
ことにしたのである。

ところが、一年目の研究委員会の途中で、新型コロナウイルス感染症のパンデミックが
起こり、私たちがまさに「リスク社会」を文字通り日々生きているということが露わになっ
た。外出するのかしないのか、マスクをするのか、子どもを学校に行かせるのか、ワクチ
ンを打つのか、など多くの選択が、各人の自己決定に委ねられることになった。科学者も
政治家も誰も十分な情報も根拠も持っておらず、正しい決定を下すことができないなか、

「要請」のようなかたちで、「決定」とその結果に対する「責任」を個人が負うことになっ
たわけである。

研究委員会もしばらくの中断を経て、その後はすべてオンラインとなり、コロナが露わ
にしたリスク社会の諸相を、あらためて当初の問題意識とつなげて検討することになった。
実際、感染のリスクを下げるためとか、感染者数を下げるため、という一つの決定が、休
校や家庭状況、親の仕事などと結びつくかたちで、他の様々な問題を生み出すことになっ
ていた。そこでは、あるリスクを低減したり回避したりするための政策決定自体が、別の
問題や被害を生じさせるのである。

また、国民という集団全体における感染リスクを下げるという目的が設定されると、マ
スクをつけない者、夜の街で働く者などが「リスクグループ」として特定され、さらに道
徳的な非難の対象にもなった。リスクグループというのは、いくつかのリスクファクター
を有する集団であるが、そうしたリスクファクター自体がリスクそのものとみなされるこ
とになるわけである。リスクファクター自体のリスク化というのは、医療の領域では20
世紀半ばから見られるもので、心疾患のリスクファクターである高血圧そのものが病気と
され、血圧を下げる薬が処方されるといった例などが挙げられよう。

このように新型コロナウイルス感染症によって、別々の問題だと考えられていた諸問題
が相互に連関していることが露わになるなかで、研究委員会の議論は、当初の「子どもの
人権」そのものから、より広範な問題に広がることになっていった。

最終的に本報告書では、最初に松嶋が、「リスク」概念をめぐる歴史を概観し、「リスク
社会」と「個人化」という両方の視座からの考察を行なって、現状を理解するための枠組
みを提示し、続いて渋谷望委員が、教育をめぐる問題について、新自由主義的な社会投資
国家におけるリスクの管理として教育を通した人的資本化が進行しているという観点から
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論じている。続いて、上野加代子委員が子ども、なかでもヤングケアラーとして近年問題
化されている議論について、その親をめぐるリスク化という観点からイギリスでの論争を
取り上げている。堅田香緒里委員は、コロナ禍における「夜の街」や「接待飲食業」で働
く人々のリスクグループ化という問題を、婦人保護事業の見直しをめぐる近年の動きの考
察を通して論じている。そこにも、子どもや若年女性の「人権」を擁護するという観点か
らのリスク言説が見出される。最後に教育について、山口毅委員が教育格差言説とリスク
言説の結びつきを問い直す考察を行なっている。各報告は、一見、別々の問題を取り上げ
ているように見えるかもしれないが、それらを「リスク」に関する言説や感性の広がりの
なかに位置づけることで、「子ども」の問題が他の問題とどのように連関しているかが浮
かび上がってくるであろう。
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第1章　危険社会としてのリスク社会における生

松嶋　健

すべてのことが可能であり、かつ可能なことは何もない。
各人が好きに決定するがよい。

ウルリヒ・ベック1

1 ．「リスク」／「危険」と「安全・安心」

本論では、「リスク」概念をめぐる歴史を概観し、「リスク社会」と「個人化」という視
座の考察を通じて、現在私たちが置かれている状況の由って来たる経緯について整理して
おきたい。

まずは「リスク」という概念から検討しよう。「リスク」という言葉が日本で日常語になっ
たのは、今世紀に入ったあたりからだろうか。さらにその後、東日本大震災が起こり、原
発や放射性物質の「リスク」と表裏のかたちで、「安全・安心」が様々なところで言われ
るようになった。今の日本では、「リスク」と「安全・安心」がほとんど対のように使わ
れている。

また、日常語としての「リスク」は「危険」とほとんど変わらない意味で使われること
が多い。しかし例えば英語では、「安全（safety）」と「安心（security）」の反対語は、そ
れぞれ「危険（danger）」と「不安（insecurity, anxiety）」であり、それに対して「リス
ク（risk）」は、日常的用法においては「危険」と重なる意味を有しているにしても、全
く異なる歴史をもつ言葉である。英語の‘risk’の語源には諸説あるが、イタリア語の

‘risicare’（「勇気をもって試みる」）やスペイン語の‘risco’（「岩、断崖」）が有力である。
そこから、「岩礁や断崖があるような海を船で航海していく」というイメージが生まれた
とされており、危険を承知で行動するという含意が認められる2。それに対して‘danger’
の語源は‘lordship’や‘power’に関係があり、権力のそばにいることの危険性を指し
ていたようだ。やがて危険性の源が「領主の力」から「害を加える力」一般に拡張され、
物や状況の「危険」を指すようになった。

こうした語源から見えてくるのは、「危険（danger）」の方は、対象や状況に主導的原
因性が帰せられるのに対して、「リスク（risk）」では対象や状況に挑む行為者の側に主た
る原因性を帰すという意味の違いである3。保険、経済、医療保健、心理学など、分野によっ
て「リスク」という語はかなり違った意味で使われるが、行為者の認知や実践が関与する
という、語源的に「リスク」が持つ含意は概ね共通して認められる。

1 ウルリヒ・ベック『危険社会－新しい近代への道』東廉・伊藤美登里訳、法政大学出版局、1998年、
156頁。

2 ピーター・バーンスタイン『リスク－神々への叛逆』青山護訳、日本経済新聞社、1998年、23頁。
日本リスク研究学会編『リスク学事典』、丸善出版、2019年、10頁。辛島恵美子「言葉「リスク」
の歴史と今日的課題」『保健物理』35⑷、2000年、475頁。

3 辛島、2000年、475頁。
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2 ．リスクと保険

「リスク」の語源がもつ「岩礁や断崖があるような海を船で航海していく」というイメー
ジは、歴史的には、13世紀以降イタリアで誕生し発展していった海上保険と結びついて
いる。13世紀といえば、ヴェネツィアが第4回十字軍を機に東地中海の制海権を確立した
時代である。交易のために大型の船を調達し長距離の航海を行うには多くの資金が必要で
あったが、同時に損害を被る可能性も大きかった。しかし、成功すれば莫大な富を手にす
ることができる。そこで、損害のリスクを承知しつつ、そのリスクを分散し、最小限にお
さえながら、果敢に危険な航海に挑んだわけである。
「岩礁や断崖があるような海を船で航海していく」というイメージ自体は、船乗りのも

のである。だがそれは、船主や荷主にとっては事故や損害発生の可能性というリスクとし
て受け止められる。そこで、事故などによる決定的な破滅を避けるための「保険」が考案
された。地中海商業の発展とともに、イタリアのロンバルド商人が各地に移住するように
なり、それとともに海上保険の仕組みはマルセイユ、バルセロナ、リスボン、ボルドー、ルー
アン、アントワープなどに広まり、16世紀にはアムステルダムやロンドンに伝わった4。こ
のようにして、「リスク」という言葉は保険に深く関わる用語として生まれ、使われ、広まっ
ていったのである。

よく知られたシェイクスピアの『ヴェニスの商人』とは、高利貸しのシャイロックでは
なく、複数の船に投資していたアントーニオのことである。アントーニオは一つの船に全
財産を賭けていたわけではなく、リスクを分散していたが、「保険」によるリスクの分散
と回避は海上貿易に限られるものではなかった。例えばイタリアでは、農家が協同組合を
つくり、豊作だった地域の農家が、悪天候により不作だった農家の面倒をみるという仕組
みが15世紀にはすでにあった。1472年にシエナに設立されたモンテ・デイ・パスキ銀行
は現存する世界最古の銀行だが、もともとはこのような協同組合の仲介者の仕事を行なっ
ていた5。

こうした保険や互助組合の仕組みは、損害を被らなかった人の保険料を用いて損害を
被った人への支払いに充てるというもので、負けた人のお金を集めて勝者に支払う賭博場
の仕組みと基本的に同一である6。けれども17世紀以前には、保険料をいくらにすべきかを
計算しうるような知と方法は存在していなかった。

3 ．リスクと確率

科学哲学者のイアン・ハッキングは『確率の出現』のなかで、現代につながるような確
率の概念が1660年頃になぜどのように出現したのかについて考察している。彼が注目し
たのは、1662年にフランスで刊行されたポール・ロワイヤル『論理学』、特にその最後の
4章である。ここに、確率＝プロバビリティ（probability）が数的に測定されて出版物に載っ

4 前掲論文、475-476頁。
5 バーンスタイン、前掲書、1998年、131頁。
6 前掲書、132頁。
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た最初の文章がある7。そして、賭け事に関するこの記述は自然現象にも応用される。「二
〇〇万人に一人が落雷で死亡するというのは大げさであろう。あまり一般的でない非業の
死はどんな種類であれ、めったにないのである。危害への恐怖は危害の重さだけでなく、
その出来事の起こりやすさ（プロバビリティ）にも比例するべきである」8。

ある自然現象の起こりやすさは、サイコロの目の出方のように数学的に計算しうるもの
ではないが、経験的にその多寡をある程度知ることができる。『論理学』の著者はそこから、

「危険な帰結をもたらしうる事柄を避け、有利な帰結をもたらしうる事態を好むように生
活する多くの人々を、新しく方向づけなければならない。ある出来事を恐れたり望んだり
することは、有利・不利の割合だけではなく、その出来事が生起する尤もらしさを考慮し
てもよいはずである」と主張する9。ここに現代的なリスクの考え方の萌芽を認めることが
できる。すなわち、リスクとは、単なる危険ではなく、それが生起するプロバビリティ＝
確率を考慮に入れた概念だということである。リスクは何よりも、「量」や「頻度」に関
わる概念なのである。

けれども、リスクはまた「質」に関わる概念でもある。なぜなら、何が危険だとみなさ
れるのか、何が望ましくないものなのか、それが起こったときの被害の大きさをどう受け
取るのか、などは、人により、集団により、地域により、文化により異なるからである。
人類学者のメアリー・ダグラスは、ある社会における文化的な特性がリスクの認知を規定
しており、それが集団によって大きく異なりうることを指摘している10。

つまり、リスクには量的側面と質的側面があってそれらは絡み合っている。前者に注目
すると、リスクは、測定可能性、計算可能性、数値化の方向である種「客観的」なものと
して捉えられることになる。逆に後者に焦点を当てると、ある人や集団にとって、何が善
きものであり、何が望ましくないものであるか、という価値に関わる問題が中心に置かれ
ることになる。この二重性が、リスクをめぐる捉え方やアプローチが多様であることの主
たる理由であろう。

ただ、ここで注意しておきたいのは、リスクの量的側面を考えようとするときには当然
のことながらある程度の数のデータが必要になるわけだが、リスクをどう認知するかとい
う質的側面を考える場合でもその裏には量的側面が分離しえないかたちで潜在しているこ
とである。リスクはあくまで、起こりやすさ、頻度にかかわる概念であり、頻度というの
は、今ここにある個人や個体についての事象ではない。つまり、リスクは個人や個体のレ
ベルで生じる危険や被害とは根本的に異なる概念だということであり、まさにこの点にこ
そ人口集団を対象とする統計と統治の問題が関わってくるのである。

7 『論理学』に追加された最後の4章の著者は、「未来の偶然的な出来事」の例として、十人の参加者
が十枚のコインを得る等しいチャンスに対して各々一枚のコインを賭けるというゲームにおけるプ
ロバビリティについて次のように記している。「九枚のコインを得るプロバビリティの度合いが一し
かないのに対し、一枚のコインを失う度合いは九である」。イアン・ハッキング『確率の出現』広田
すみれ・森元良太訳、慶應義塾大学出版会、2013年、131頁。

8 前掲書、132頁。
9 前掲書、132頁。
10 Mary Douglas, Aaron B. Wildavsky, Risk and culture. University of California Press, 1983.
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4 ．リスクと統計

経済学者のフランク・ナイトは、1921年に初版が刊行された『リスク、不確実性およ
び利潤』において、リスクと不確実性を区別した。彼は、「不確実性」を「測定可能な不
確 実 性（ measurable uncertainty ）」 と「 測 定 不 可 能 な 不 確 実 性（ unmeasurable 
uncertainty ）」 に 分 け、 前 者 を「 リ ス ク（ risk ）」、 後 者 を「 真 の 不 確 実 性（ true 
uncertainty）」と呼んだ11。

さらに、「測定可能な不確実性」としてのリスクは二つのタイプに区別される。一つ目が、
「先験的確率（a priori probability）」と呼ばれるもので、完全なサイコロをふるときにあ
る目が出る確率のように、数学的に決定されるものである。二つ目のタイプは、平均余命、
交通事故の確率、ある建物が火災に遭う確率など、経験的な事例の積み重ねと分類によっ
て析出されるもので、「統計的確率（statistical probability）」と名付けられた12。

ナイトはこのような区別を企業の意思決定に関して行なっているのだが、その基礎には
人間の意識は未来にかかわるという考えがあった。どれほど過去のデータがあったとして
も、それはどこまでいっても確率＝プロバビリティ（起こりやすさ）にすぎず、そこから
未来に対する行為が自動的に導き出されるわけではない。「われわれは、世界に反応する
前にそれを知覚する。そして、知覚するものにしたがってではなく、推論するものに常に
したがって反応するのだ」13。ここには、不確実性のただなかで未来に向かって決断し行為
する企業家にとってのリスク、いわば能動的な意味でのリスクの姿が現れている。この点
については後で触れるが、その前に注目しておきたいのは測定可能な不確実性の第二のタ
イプとして挙げられた統計的確率についてである。

数学的に析出しうる先験的確率と違い、統計的確率を知るには実際の事象を調べる必要
がある。今となっては当たり前のことだが、当時において画期的だったのは、確率の考え
方を賭け事のようなゲームでも、あるいは自然現象にでもなく、人間と社会に関する事象
に応用したという点である。サイコロを振るとき、振る回数が多くなればなるほど、ある
数字が出る確率は限りなく6分の1に収斂していく。スイスの数学者ヤコブ・ベルヌーイ
が発見し、後にフランスの数学者ポアソンによって「大数の法則」と呼ばれるようになる
この原理が、人間と社会に関する事象にも当てはまるかもしれないと考え、その証拠を探
そうとしたのである。そこで統計をとることが不可欠となる。統計をとっておけば、例え
ば年齢ごとの死亡率のような確率を知ることができ、そうすると損失を補填するために必
要な金額（の概算）をあらかじめ算定することができる。それに基づいて、保険料を「合
理的に」決めることが可能になる14。

統計を確率の考えと結びつけることで、統計的な知として組織化した最初の人は、英国
の商人ジョン・グラントだとされる。奇しくもポール・ロワイヤル『論理学』と同じ
1662年に刊行された『自然的および政治的諸観察』において、彼はロンドンにおける出

11 Frank H. Knight, Risk, uncertainty and profit. Kelley and Millman, 1957, pp.214-233.
12 Ibid. pp.224-225.
13 Ibid. pp.201.
14 中山竜一「リスクと法」『リスク学とは何か』橘木俊詔・長谷部恭男・今田高俊・益永茂樹編、岩波

書店、2007年、94-95頁。
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生と死亡の記録を分析した。ロンドン市が埋葬の記録を取り始めたのは1592年、洗礼と
埋葬、つまり出生と死亡について、週ごとの集計を規則的かつ継続的に始めたのは、1603
年からであった。当時ロンドンではペストが流行しており、この疫病の流行状態を知らせ
るために、「死亡表」が毎週公表されたのである15。それはまさに現在、毎日公表されてい
る新型コロナウイルス感染症のデータの先駆けにほかならない。

グラントはこの統計を利用して、ロンドンの人口を推定し、都市の成長状態を分析した。
そこには、ペストだけでなく死亡の原因となる危険（hazard）とその発生の割合のリス
トも含まれていた16。グラントの著書を読んだオランダのホイヘンス兄弟は、グラントの
この死亡表と期待値についての計算に基づいて平均余命（life expectation）の計算法を編
み出し、年金をいくら払えばいくら支給されるかという計算に取り組んだ17。オランダの
政治指導者ヤン・デ・ウィットとアムステルダム市長だったジョン・ヒュッデは、ホイヘ
ンス兄弟に相談しながら、数学的に根拠ある年金の算定を行なった18。このようにして、
老後のリスクに関わる年金の計算に、新たに出現しつつあった確率と統計の知が用いられ
たのである。

5 ．「国家の学」としての統計学と「社会」

保険にかかわる確率と統計の知は、ヨーロッパでの国民国家の勃興とともに、貧困、犯
罪、疾病、衛生、自殺など他の様々な領域に応用されるようになる。統計的知としての「統
計学（statistics）」は、文字通り「国家（State）の学」として、形成途上の国民国家にとっ
て不可欠の道具となっていく。18世紀末から19世紀を通じて、ヨーロッパ各国は統計局
を創設する。統計局は中央政府だけでなく、ベルリン（1862年）、ウイーン（1862年）、ロー
マ（1862年）、フランクフルト（1865年）、ニューヨーク（1866年）、ハンブルグ（1866年）、
リガ（1866年）、ストックホルム（1868年）、ドレスデン（1874年）のように、各国主要
都市にも競うように作られた19。
「エンゲル係数」で知られるプロイセンの統計局長官エルンスト・エンゲルこそ「市民

に関する数的事実の純粋科学としての統計学」を体現する存在だとして、ハッキングはそ
の言葉を引いている。「正確な代表値を得るために、統計的研究は、個人の存在すべてに亙っ
てつきまとう。たとえば出生、洗礼、種痘、教育、知能、就業、高等教育進学。ひとたび
成人すると、兵役のための体力と能力。さらに統計学は人生の次の段階にもついてくる。
生計を立てるために選んだ職業が記録される。若い時の稼ぎを老年のために貯蓄したかど
うか、結婚したかどうか、したならいつ、何歳で、妻は誰か―物事がうまく行く時も、い
かない時も統計学は彼を観察する。仮に彼が人生において窮地に陥った時にも、それが物
質的な損失だろうと、道徳的、精神的な破滅であろうと、統計学は同じように記録する。

15 イアン・ハッキング、前掲書、171-173頁。アイザック・トドハンター『確率論史－パスカルからラ
プラスの時代までの数学史の一断面』安藤洋美訳、現代数学社、1975年、42頁。

16 アイザック・トドハンター、前掲書、49-52頁。
17 イアン・ハッキング、前掲書、167-170頁。
18 イアン・ハッキング、前掲書、190-203頁。
19 イアン・ハッキング『偶然を飼いならす－統計学と第二次科学革命』石原英樹・重田園江訳、木鐸社、

1999年、49頁。
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統計学が去るのは彼が死んでからだ―彼の正確な死亡時期を調べ、彼の死因を記録した後
で」20。

このような統計学的データの集積が生み出したのは、新しい種類の人間存在だとハッキ
ングは言う。それは、共同体のなかで顔と名前をもった存在としての人間ではなく、数値
とデータによって、集団を構成するなかの1つの点の集まりとして文字通り「点描」され
る人間である。

こうした人間観の裏に生まれつつあったのは、秩序は個々の人間のレベルではなく、多
数の集団のレベルにおいてこそ見出しうるという確信であった。科学史家のセオドア・ポー
ターによると、「秩序は大数の中に見出されるはずだという教義が、19世紀の統計思想の
ライトモチーフ」であり、「統計を使うと、個々の個人的な行動の諸原因が未知であり、
全く近づきがたいかもしれないものであったとしても、集団現象に関する一般的な真理を
明るみに出すことができるように見えたのである」21。

こうした見方こそが、「社会」なるものが存在するというリアリティを生み出した。「社
会」は、個人の単なる集まりではなく、ましてや政府などの機関と同一視することもでき
ない、それ自体規則性をもって自律した何らかの実在であるというリアリティが生成され
ていく。統計学は、数値とカテゴリーを通してこのリアリティの構築に寄与してきた。ポー
ターの言葉を借りれば、「社会という概念自体も、ある程度は統計的な活動による構築物」22

なのである。

6 ．社会と個人の数値による統治

統計によって「社会」が構築され、また「社会」の様々な領域が統計化されていく。統
計学が客観的な何かを示しているように見えるのは、社会自体がそのように統計化されて
きたからである23。ポーターは統計の前提となる数値化・定量化の技術について、「社会生
活や経済活動を探究するために使われる定量的技術は、記述しようとする世界がその定量
的技術のイメージに従って再構築できるときに、もっともよく機能する24」のだと述べて
いる。

定量化された知識は、客観的でオープンであり、それゆえに民主的であるとも見なされ
た25。出自や属性ではなく、能力によって人を評価する社会は、数値化・定量化された「客
観的な」指標をより信頼に足るべきものとして選好する。だがそれは、特定の人間による
支配に代わって、法則による支配をもたらすことになる。つまり、数値が新たな規範とな
るのだ。数値化された指標は、試験の点数であれ、企業の売上高であれ、感染者や死者の
数であれ、人や企業の行為に正統性や目標や動機をもたらすことを通して、人々の行為を

20 前掲書、50頁。
21 セオドア・M・ポーター『統計学と社会認識－統計思想の発展 1820年－1900年』長屋政勝・木村和

範・近昭夫・杉森滉一訳、梓出版社、1995年、6頁。
22 セオドア・M・ポーター『数値と客観性－科学と社会における信頼の獲得』藤垣裕子訳、みすず書房、

2013年、62頁。
23 イアン・ハッキング、前掲書、1999年、3頁。
24 セオドア・M・ポーター、前掲書、2013年、70頁。
25 前掲書、108-115頁。
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広い意味で「コントロール」することになる。
ポーターの言葉を借りれば、「数値の最大の目的は、倫理を教え込むことである。（中略）

学校における成績、標準化された試験での点数、そして企業の収益報告の最下行に示され
る最終損益は、（中略）それらの指標が受け入れられたとき、尺度はまさにそれが測定し
ている活動に対して方向性を示すことに成功するのだ。このようにして、個人は統治可能
にされる。統治可能にされたひとびとは、フーコーが「統治性」governmentalityと呼ぶ
ものを体現する。数値は規範を創りだし、規範と比較される。そしてその規範とは、現代
の民主主義社会における権力の形態のなかでもっとも温和であると同時にもっとも普及力
のあるものである」26。

ここでの「統治」ないし「コントロール」は、権力をもった存在が個々の対象を直接管
理することを意味してはいない。「領主の力」にかかわる「危険」とは全く違うレベルで
それは働く。個々の対象は自由にランダムに動くにもかかわらず、マクロな集団のレベル
においては「大数の法則」が働いて秩序が達成されるのである。しかもポイントはその先
にあり、今度はマクロな集団のレベルの「秩序」が、数値を通して個々の行為者にフィー
ドバックされることで、個人のレベルでの行為を制御・統制することになる。このような
意味でのマクロレベルとミクロレベルのフィードバックのプロセス全体として制御され調
整されるような「統治」であり「コントロール」が登場したのである。

その際、鍵となるのが「規範」である。「規範」とは‘norm’だが、これは分布におけ
る「標準」を意味する語でもある。この「標準」から逸脱した個人や集団は、単に統計の
グラフの端に位置するだけではなく、道徳的・社会的な意味での「規範」から逸脱したも
のとして特定され、行政による介入、隔離や社会的排除、あるいは教育的な改善措置の対
象となるのである。人口集団を対象に統計をとった場合、分布の端というのは必ず存在し、
それをゼロにすることはできないわけだが、そういう意味では統計的に不可避的に存在さ

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

せられる
4 4 4 4

集団を、未来の不確定性と結びつけながら、社会が内包する不可避のリスクとみ
なして、（なくそうとするのではなく）統治しコントロールするのである。そして、そのター
ゲットが「リスク集団」として特定される。ガウス分布とも呼ばれる統計学における正規
分布（normal distribution）は、こうして社会の秩序にかかわる道徳的・社会的・政治的
な意味を担うようになっていく。
「社会的・個人的な法則は確かに確率や偶然と強く結びついていた。けれどもこれらの

法則は、本質的に統計的であるが確固たるものであり、自律的にすらなりえたのである。
人々は、もしもそのような法則の中心付近にいる傾向を持つなら自分が正常 normalであ
り、極端にはずれるならそれは病理的 pathologicalであると考えた。病理的でありたいと
考える人はほとんどいないから、「我々の大多数」は自分を正常にしようとし、こうした
試みが逆に、何が正常であるかに影響を与える」27。

26 前掲書、72頁。
27 イアン・ハッキング、前掲書、1999年、4-5頁。
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7 ．保険国家としての福祉国家

「標準＝規範」という思想に大きな貢献をしたのが、ベルギーの天文学者にして統計学
者であったアドルフ・ケトレである28。王立天文台長であったケトレは、天体観測におけ
る誤差についての誤差曲線と同じようなグラフや分布が、人間の場合にも見出せると考え
た。そのグラフが、平均付近で頂上をなすベル型カーブとして表現される正規分布である。
そこからケトレは、「典型人（homme type）＝平均人（homme moyen）」という概念を
提唱するに至る。

問題は、この「平均人」というものが単に便宜的な仮象にとどまらず、実在に転化して
いった点にある。「平均という仮構された未知の値は、現実の身長を算術的に抽象化した
ものだとは考えられず、集団を客観的に記述した数値に他ならないと考えられるように
なったのである」29。ここには、単なる個人の集まりとは異なる、自律的な規則性をもった
実在としての「社会」という考え方を見出すことができる。

興味深いのは、一定の規則性をもった頻度で生起するこうした社会的なリスクの認識が、
事故や犯罪について、それをなした個人の責任ではなく、社会の責任として捉える考え方
の基盤にもなったという点である。ケトレは、「社会こそが犯罪を準備する。（中略）彼の
犯罪は、彼自身が置かれた状況の所産なのである」30 と書いたが、このような考え方のな
かから、社会に生起する問題について社会が補償する「社会保険」の考え方が生じてくる。

法哲学者のフランソワ・エワルドは『福祉国家』という著作のなかで、フランスにおけ
る「社会保険」の考え方が、リスクにかかわる二つのラインの交差から生まれたと指摘し
ている。「かつて警察国家があった。今や、保障する国家のみならず、保険国家が現れつ
つある。それは、恵みと社会的負担を分配する国家、公的負担を前にした市民の平等に基
づく国家である。この新たな混合、新たな浸透によって、社会保険を単数形で語ることが
可能になる。（中略）社会保険の概念は、リスク概念が拡張され社会的リスクの概念が形
成される二つの線が交差するところに見出された。それは、労働者の保護、救援の政治、
生存権という線と、国家の責任という線である。社会保険は労働者の安全を確保し、その
社会的権利を保証するという意志からだけ生じたのではない」31。

福祉国家とは、いわば巨大な保険組合であり、そこでは国家が国家の責任において、税
を徴収し富とリスクを国民に分配・再分配するのである。その基盤には、統計的知によっ
て新たな実在のリアリティを持つにいたった「社会」としての国家の責任、という考え方
がある。

経済学では、これとはまた別の角度からの見方として、民間保険だけでは不十分で社会
保険が必要なのは、情報の不完全性ないし非対称性に由来する「市場の失敗」を回避する
ためだという解釈が一般的である。市場だけに任せておくと、相対的にリスクの小さい人々
が保険契約から離脱してしまい、結果として保険が成立しないので、リスクの分散のうち

28 イアン・ハッキング、前掲書、154-168頁。François Ewald, L’État providence. Grasset & Fasquelle, 
1986, pp.147-170.

29 イアン・ハッキング、前掲書、159頁。
30 前掲書、166頁。
31 François Ewald, 1986, p.344.
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市場に委ねることが難しいものに対して社会保険が必要になるというわけである32。

8 ．逆説的な概念としての「リスク社会」

社会保険のような仕組みを通して、リスクと富を分散し分配する保険国家として運営さ
れてきた福祉国家は、「リスク社会」になるとうまく機能しないようになってくる。「リス
ク社会」とは、ドイツの社会学者ウルリヒ・ベックが提唱した概念で、近代化が進展し再
帰的なプロセスが展開するようになった「第二の近代」を特徴づけるものとされる33。「第
一の近代」である「産業社会」においても当然リスクはあったわけだが、それに対しては
保険の発想で対処することが可能であった。ある程度大きな人口集団において、リスクは
確率論的に計算可能だと考えられたからである。しかし、第二の近代においては、人間が
なしたことの帰結が再帰的に人間自身に戻ってくるため、事態は非線形的な展開を示すよ
うになり、リスク計算が困難になる。

例えば、自動車の排気ガス、原子力、食品添加物、遺伝子組換え技術など人間が生み出
したテクノロジーの影響や効果が、現在の様々な問題を引き起こしているが、それは当初
の想定をはるかに超えたものになっている。しかもそれは、産業社会における職業リスク
のように被害が現場に限られるのではなく、空間や時間を超え、別の地域、別の国、未来
世代にまで影響を及ぼすことになったし、さらに種の限定も超え、人間以外の地球上の様々
な生命や環境に甚大な影響を及ぼし続けている。
「人新世」と呼ばれる新たな地質年代は、皮肉にも人間が自らなしたことの結果に対し

て責任をとれなくなった事態を表している。実際、気候変動のような問題を、従来のよう
に個人や企業、国の責任として特定し、責任を問うことは難しい。そうなると、第一の近
代において可能だとされていたリスクの算定も難しくなり、補償や保険をかけることその
ものがきわめて困難になる。第一の近代の前提や基盤が掘り崩された第二の近代のこうし
た特徴を取り上げながらベックは、これに「リスク社会」というある意味、きわめて逆説
的な名を与えたのである。なぜなら、ナイトの定義によれば、リスクとは「測定可能な不
確実性」であったが、そのようなリスク計算が成り立たなくなる時代や社会のことを「リ
スク社会」は指しているからである。

9 ．「リスク社会」と「個人化」

1986年に出版されたベックの『リスク社会34』は世界的に注目され、「リスク社会」とい
う概念は広汎に使われるようになった。しかし、「リスク社会」に関する議論は、「第二の
近代」についての社会学的診断であるこの本の半分にすぎず、後半は「個人化」と「自己
内省的な近代化」についての記述に充てられている。2001年の著書『個人化の社会学』
の序文でベック自身が言うように、特に英語圏において、『リスク社会』についての議論

32 広井良典「リスクと福祉社会」『リスク学とは何か』橘木俊詔・長谷部恭男・今田高俊・益永茂樹編、
岩波書店、2007年、119-121頁。

33 ウルリヒ・ベック、前掲書、1998年。
34 原題は“RISIKOGESELLSCHAFT”。邦題は『危険社会』となっている。
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はリスクという論点に集中しており、個人化というテーマが取り上げられることは、ほと
んど、あるいは全くなかった35。

だが重要なのは、リスク社会と個人化をセットで考えることである。なぜなら、近代化
が進展するとともに、第一の近代を成り立たせていたもろもろの前提が掘り崩され、擦り
減ってしまうところに第二の近代の特徴が現れるのだが、その特徴のうち、「社会」の外
へと滲み出していくものが「リスク社会」として分析され、それと同時に「社会」の内部
で生じる事態を捉えようとしたのが「個人化」という視座だからである。

これまで見てきたように、「リスク」の概念は量や頻度にかかわるものである。サイコ
ロの目に典型的に見られるような大数の法則は、時間軸上に広がる頻度であるが、それを
共時的な平面に投影することで、集団における大数の法則が得られる。このような文脈で
用いられる「リスク」は、個人ではなく集団に関する概念である。それは、「社会」とい
う全体性のレベルの秩序や規則性にかかわるものであり、第一の近代においては、このよ
うな「社会」が、そのまま「国家」と重ね合わされていたのである。それゆえ、統計に基
づく確率計算が成り立ちえたのであり、それが保険国家としての福祉国家の基盤となって
いた。

しかしながら、再帰的なプロセスが展開する第二の近代においては、「測定可能な不確
実性」としてのリスクの計算を成り立たせるような全体性は空洞化する。これは、資本主
義の展開と深く関わっているのだが、そこにベックは、「近代資本主義の『自由な雇用労
働者』や、福祉国家の大衆民主主義という条件のもとでの労働市場過程の力学に特徴的な
個人化の過程36」を見てとっている。そうした「自由な雇用労働者」として労働市場に参
入することが、一方では、それまでの伝統的な属性や地域、家族や職業との結びつきから
の解放として現れるとともに、他方では、別のかたちの従属をもたらすとベックは指摘す
る。それは、個人として生きることを可能にする制度への新たな依存である。
「個々人は、たしかに、伝統的な結びつきや扶助関係から解き放たれるが、それと交換に、

労働市場の強制や消費存在であるがゆえの圧迫や、それに含まれる標準化と管理という強
制を強いられることになる。伝統的な結びつきや社会形態（社会階級、小家族）の代わり
にあらわれたのは、二次的な決定機関や制度である。（中略）身分によって形づくられた、
階級文化のあるいは家族の影響下にある生き方のリズムの上に、制度によって作られた生
き方のモデルが重層化する。あるいはそれらのリズムは、制度によって作られた生き方の
モデルによって取って代わられる。制度によって作られた生き方のモデルとは、人間の生
き方のモデルが、教育システムへの参加とそこからの脱退や、職業労働への参加とそこか
らの脱退や、年金を受給する年齢の社会政策的な確定によって形成されるということを意
味している」37。

こうして人は、教育や雇用労働や社会保障という制度のなかでだけ「自由な個人」であ
ることが可能になるわけだが、逆に言うと、あまりにもこうした制度に依存してしまった
がために、制度の変化の影響をまともに被ることにもなる。伝統からの解放と個人化の進

35 ウルリヒ・ベック、エリーザベト・ベック＝ゲルンスハイム「制度化された個人主義」『個人化の社
会学』中村好孝・荻野達史・川北稔他訳、ミネルヴァ書房、2022年、xxviii頁。

36 ウルリヒ・ベック、前掲書、1998年、138頁。
37 前掲書、260頁。
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展の過渡期にあった階級的連帯のような結びつきからも切り離されることで、制度の変化
に由来する社会的不平等でさえ個人的なものとして現れるようになる。「社会的不平等の
尖鋭化と社会的不平等の個人化とは、相互に密接に関係している。この結果、システムの
問題が、個人の機能不全へと変えられ、政治的には解消される。（中略）個人の病と社会
の危機が直接的連関をもつという状況が始まる。それは、社会の危機が個人的なものとし
てあらわれ、社会的なものとしては、ただ条件付きで間接的にしか知覚されえなくなるか
らである」38。

10．リスクの個人化と内面化

リスク社会という視座は、個人化という視座と結びつくことによってはじめて、リスク
計算が社会という全体性において成り立たない時代における不確実性や危険や被害が個人
に転嫁されるという機制に光を当てることができる。

本来、量や頻度にかかわるものであり、集団に関係する概念だったリスクが、個人に内
面化されたのはどうしてなのか。この転倒が可能になったのは、個人化のなかで生み出さ
れてきた個人が、「選択し決定する」個人だったからである。ベックはこのように描写し
ている。「個人化は、この意味で、人間の人生があらかじめ決められた状態から解き放た
れたことを意味している。つまりまだ確定されていないもの、個々人の決定に左右される
ものとなったということ、人生の成り行きが個々人の課題として個人の行為にゆだねられ
ているのだということである。人生を形づくっていく上で、原則的に個々人の決定の余地
がないような場面は減少し、個々人の決定に左右される人生の部分、自分で作っていく人
生の部分は増えている。（中略）職業教育や職業や職場や居住地や結婚相手や子供の数等
についての決定を、他の些末な決定とともに、行うことが可能なだけでなく、行わなくて
はならなくもなった。『決定』という言葉があまりにもおおげさな言葉であるとしても（な
ぜなら、『決定』という意識もなく、代替案もないので）、個々人は自分がしたわけではな
い決定の帰結を『背負いこまなくては』ならない」39。

人が伝統の軛から解放され、自由になるということは、物事を自分で選択し、決定する
範囲が増大するということを意味している。しかし、それは同時に、選択と決定の結果の
責任を自分が担わなければならないということでもある。人が自分のことを、選択し決定
する個人だとみなせばみなすほど、事態の責任は、社会や階級といったレベルにではなく、
個人に賦課されることになる。
「機会や危険、個人誌における不確かさは、かつては家族のつながりや村落共同体のな

かで、あるいは社会的身分や階級に付随するルールに依拠することで、前もって決められ
ていた。しかし、それらはいまや、個々人が自分で知覚し、解釈し、決定し、処理すべき
ものとなった。機会でもあり重荷でもあるようなその帰結は、個々人に転嫁される」40。

このようにして人は、リスクを予測し、回避し、マネージする個人として主体化してい

38 前掲書、140頁。
39 前掲書、266-267頁。
40 ウルリヒ・ベック、エリーザベト・ベック＝ゲルンスハイム「伝統的なものの喪失－個人化と「あ

やうい自由」」『個人化の社会学』中村好孝・荻野達史・川北稔他訳、ミネルヴァ書房、2022年、7頁。
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くわけである。「個々人は自らを個人として構成するよう否応なく仕向けられている。個
人として自らを計画し、理解し、設計し、そして個人として行為するよう仕向けられる－
万が一『失敗』すれば、すなわちそれは自業自得ということなのだ」41。
「病気になった場合、それは自分が健康法に従う意志も努力も足りなかったせいである。

失業が続く場合、それは自分が面接を突破する技術を学ぶのを怠ったか、就職する努力が
足りなかったせいか、あるいはまったく単純に仕事嫌いのせいである。キャリアの先行き
に確信が持てず、自分の未来に苦悩する場合、それは自分が友人をつくり、人に影響を与
える能力が足りなかったせいであり、自己表現と好印象を与える技術の習得を怠ったせい
である。ともあれ、人々はこう教えられ、こう信じるようになってきた。（中略）リスク
と矛盾は相変わらず社会的に生産されている。個人化されているのは、これらに対処する
義務と必要だけなのである」42。

11.「リスク」と「危険」－危険社会としてのリスク社会

ベックが描いた個人化における「選択」や「決定」そのものを、「リスク」という概念
にとって本質的なものとして位置づけたのが、同じドイツの社会学者であるニクラス・ルー
マンである。ルーマンは「リスク」を「安全」の反対概念とする通常の考え方を否定し、「危
険」との対で捉える。日常的にほぼ同じような意味で使われる「リスク」と「危険」を、ルー
マンは「決定」を軸に区別した。すなわち、起こりうる損害が何らかの「決定」に帰する
ことができるものを「リスク」、そうではなく自然などの外部に由来するとされるものを「危
険」と定義したのである43。

このような区別は、すでにベックのなかに見られるものであるが、ベックはどちらかと
いうと、近代以前の社会における、出来事に対して人間が何の責任ももたない「運命的な
情況」と、近代において人間が選択し決定するという「選択可能な情況」を、いわば時代
的に対比させている。だが、ルーマンにおいては、現代にあっても、同じ事象が立場によっ
てリスクになったり危険になったりするという位相がより強調される。
「決定者がみずからかかわりまたかかわらざるをえないリスクが、被影響者にとっては

危険になってしまうということである。決定過程そのものにおいては、諸結果が決定に帰
属されることは避けられない（そうでなければそもそも決定は決定として認識されないで
あろう）。したがってまた、未来の存在の帰属も回避できず、リスクとして甘受せざるを
えない。（中略）被影響者は、これとはまったく別の状況に置かれている。こうした人々は、
自分で下すわけでも制御できるわけでもない決定によって危険にさらされていると、自分
を見なしている。こういった人々にとっては、自己帰属は考慮されない。被影響者にとっ
て問題となるのは、危険である－しかも、決定者（その人自身がこの決定者であるかもし
れないのだが！）の目から見ればリスクが問題となっているということを、その被影響者

41 前掲書、6頁。
42 ジグムント・バウマン「個人として、他者とともに」ウルリヒ・ベック、エリーザベト・ベック＝

ゲルンスハイム、前掲書、2022年、xxi頁。
43 ニクラス・ルーマン『リスクの社会学』小松丈晃訳、新泉社、2014年、38頁。
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が見て反省している場合でも、そうなのである」44。
リスクと危険をこうした観点から区別することが重要なのは、「責任」について語られ

るとき、両方がしばしば混同されるからである。ルーマンが指摘するように、「決定」に
ついて責任をとることができたとしても、「影響」について責任をとることはできないの
である。政治家や経営者が「自分が責任をとる」と言って辞任したとしても、それは「決
定」についての責任であって、「影響」についての責任ではない。

つまり、「リスク」社会とは、逆説的に「危険」社会なのであって、ある決定がもたら
す影響の責任を誰も取れないという事態を示している。このリスクと危険のギャップを埋
めるものとして要請されるのが、「自己責任」という言説である。それは、ある「決定」
の「影響」について責任をとらない、とれないという事態の裏面として出てくる。こうし
て自分が決定してもいない事柄について危険を被る者に対して、自己責任というかたちで
責任が配分され転嫁されるのである。

だがルーマンの「リスク」と「危険」の区別が、どこまで維持できるかもあやしい。な
ぜなら、本人にとっては自らの決定とは無関係な危険と見なされるものであっても、他人
からは、未来の潜在的なリスクに対して対処をしなかったというロジックで、その責任を
問うことも可能だからである。ルーマン自身が言うように、「近代世界においては、決定
しないこともまた一つの決定である」がゆえに、「リスクから自由な行動などありえない」
のである45。こうして、マスクをしないこと、ワクチンを打たないことから、勉強をしな
いこと、学校に行かないこと、就職活動をしないことまで、様々な「しないこと」が一つ
の決定として責任を問われることになる、危険社会としてのリスク社会とは、そのような
世界なのである。

こうして現代では、核兵器や原子力発電所の使用から、自動車に乗るのか、何を食べる
か、どんなライフスタイルで暮らすのか、どんな学校や仕事やパートナーを選ぶのか、出
生前診断をするのか否かまで、あらゆる事柄についてリスクを考慮して決定しなければな
らなくなる。職業であれパートナーであれ、慣習的にほぼ選択の余地がないような時代や
社会と異なり、個々人の将来は、選択の自由度の高さとそこにおける「決定」にかかって
くる、そういう社会における生は、決定と表裏一体のリスクから逃れることはほとんど不
可能になる。

しかも、そこでの「決定は、ジレンマを引き起こす指針の枠内で行われる、とても決め
られないような決定である」46ことが多く、「個々人は、当然、社会的な相互的結合の持つ
複雑性に直面しているために、利害や道徳や結果を熟慮して、適切な根拠に基づいて必要
な決定を行えないことも多い」47。熟慮する時間もないなかで決定することを強いられるが
ゆえに、「反省」的にではなく「反射」的に、他の多くの人がしているようにする、とい
う選択がなされることに往々にしてなるのである。

子どもたちも含んだ私たち皆が考えなければならないのは、いかにリスクを回避し、う
まくやるのか、というように、リスクをマネージする個人として主体化する方向に突き進

44 前掲書、129-130頁。
45 前掲書、44頁。
46 ウルリヒ・ベック、エリーザベト・ベック＝ゲルンスハイム、前掲書、2022年、6頁。
47 前掲書、7頁。
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むのではなく、まずは、リスクが個人化された現在の状況の由来とその問題性そのものを
理解し把握することであろう。その上で、次のことを考える必要がある。危険社会として
のリスク社会においては、誰かがどこかで下した決定の影響を、大人と未来の世代の子ど
もたちと、さらに人間以外の存在を含んだ「私たち」全員が被ることになる。したがって、
選択と決定の論理にもとづいた「リスク」のマネージメントではなく、ある決定の影響を

「危険」として被る存在すべての側に立った論理と倫理を共に編み出さねばならないとい
うこと、これである。
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第2章　�人的資本化される私たちの〈生〉－社会投資国家とリスク管理

渋谷　望

1．フーコーの新自由主義論

政治哲学者ウェンディ・ブラウンは、『いかにして民主主義は失われていくのか』1にお
いて、ミシェル・フーコーの新自由主義論2 を駆使し、新自由主義が民主主義に対して、
そして高等教育に対していかに破壊的な効果をもたらすかをペシミスティックなトーンで
描いている3。そこで印象的なのは、オバマ大統領の二期目の就任演説および一般教書演説

（2013年）への幻滅についての彼女の記述である。オバマは、マイノリティ出身で左翼的
な出自を持ち、正義感が強い人物とみなされていた。しかし、ブラウンによれば、その演
説は、フーコーが新自由主義的統治の特徴とみなしていた「国家のつくりなおし

（remaking）」が宣言されていたのであった。この二つの演説は、たしかに同性婚や、中
東における軍事的泥沼からの撤退の決意を示していた。 また、新自由主義から取り残さ
れた人々への言及も見られた。しかし注意深く読むと、それは次のようなものであった。 

 オバマはメディケア〔米国の医療保障制度〕の保護、累進課税制への改革、科学技術研
究、クリーン・エネルギー、住宅所有、教育への政府投資の増加、移民制度の改革、性
差別および家庭内暴力との戦い、最低賃金の引き上げといったことを訴えているが、こ
れらの問題はそれぞれが、経済成長あるいはアメリカの競争力に貢献するという観点か
ら論じられているのである。4

ブラウンによればオバマによって宣言された「国家のつくりなおし」は、国家を企業と
みなすこと、つまり国家を企業として

0 0 0 0 0

「つくりなおす」ということにほかならない。国家
は企業のように収益を求めるべきである、と。「わたしたちはどのようにして、より多く
の職をこの国に引き寄せるのか？　どのようにして、国民にそうした職に就くために必要
なスキルを身につけさせるのか？」とオバマは問いかける。これに対し、ブラウンは「投
資を誘致し、適切な報酬を得るスキルを身につけた労慟力を育成すること－こんなものが
21世紀の正義感ある大統領が率いる、世界でもっとも古い民主主義の目標なのである」
と吐き捨てる5。オバマが代弁する進歩的な価値、例えば、家庭内暴力の減少や気候変動の
減速は、経済成長への「投資」として考えられる。それは、企業が従業員の福利厚生に投

1 ウェンディ・ブラウン『いかにして民主主義は失われていくのか』みすず書房、中井亜佐子訳、
2017 年（Wendy Brown, Undoing the Dems: Neoliberalism’s Stealth Revolution, Zone Books, 
2015）。

2 Michell Foucault, Naissance de la biopolitiqu, Cours au College de France （1978-1979）, Gallimard/ 
Seuil, 2004（慎改康之訳『生政治の誕生』筑摩書房2008年）。

3 以下、ブラウンの人的資本論の解釈については、伊吹美貴子「新自由主義の主体としての女性とそ
の矛盾」（『新自由主義におけるケアとサブシステンスの政治－社会的保護と解放の接合にむけて』
第5章、2021年度日本女子大学博士学位論文）に負っている。

4 ブラウン、前掲書、19頁。
5 ブラウン、前掲書、19頁。
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資したり、「社会的責任」のためにボランティア活動に投資するのと同じロジックである。
いわば国家の企業化が新自由主義による「国家のつくりなおし」である。

ところで、新自由主義の本質的な特徴である「国家のつくりなおし」は、「魂のつくり
なおし」と対をなす－彼女のこの一対のアイデアを、プラトンによる「都市」と「魂」の
相似性の提案からヒントを得ている。つまり、「国家のつくりなおし」－および行政組織
のつくりなおし－には、私たちの「主体」の「つくりなおし」が対応している。新自由主
義は主体を「企業」として「つくりなおす」のである。

フーコーは、このような新自由主義の系譜を大きく二つに整理する。一つは、1940年
代から50年代に活躍したドイツの「オルドリベラリズム」学派であり、もう一つは、
1970年代になって台頭してきた北米のベッカーやフリードマンに代表される、よく知ら
れている「ネオリベラリズム」である。前者は、労働者を「アントレプレナー」化するこ
とを目指した。後者は「労働者」というカテゴリーを拒否し、あらゆる人間の営みを「人
的資本」の概念によって説明しようとした。つまり、教育でも、結婚でも、私たちの人生
のあらゆる営みは、賢く「投資」し、それを「収益（リターン）」として回収することに
尽きるのであり、その意味で人は「企業」であり「アントレプレナー（的）」だというこ
となのである6。
「こうした企業資本、投資資本の集積としての人間の形象は、あらゆる大学入学や求職

活動、あらゆるパッケージ化された学習戦略、あらゆるインターンシップ、あらゆる新規
のエクササイズやダイエット計画に顕著に表われている」とブラウンはいう7。このような
人間像は、大内と竹信が「全身○活」と呼ぶものと重なる。大内と竹信は、最近、といっ
てもおそらくバブルが弾けた就職氷河期以降の、大学生において「就職」が至上命題とな
り、学生生活のあらゆる側面が「就活」のためになるかどうかで判断されつつある状況を
指摘し「全身就活」と呼んでいる。8大内によれば、それは「全身を就活に向けて組織して
いかなければならなくなる」状況を指す。そうした状況において、「就活が三年の後半に
はじまるとわかっているから、学生たちはそこから逆算して大学生活のスケジュールを組
んでしまう」という9。例えば、「留学やボランティア活動が、就活との関係でその価値が
測られるようになっている。だから、学生がある自主活動に取り組んでいる話をすると、
周囲の学生から「それ就活にメリットありそう」と声が出る」10。このように「全身就活」
とは、つねに自分の未来を意識し、好ましい未来を設定し、そこから「逆算」し、その未
来が不本意な状態に陥るリスクを可能な限り避けるために「あらゆるリソースを注ぎ込む」
態度である。しかし、それは「就活」に限らず、「婚活」など、他のライフステージでも
一般化している。そして、大内と竹信は、こうした人生に対する態度を「全身○活」と呼
ぶ11。

こうした人生に対する態度、つまり自分の好ましい未来に向けて、「全身」をもって人

6 渋谷望「ネオリベラリズムとアントレプレナー化する女性：ポストフェミニズム時代における連帯
の困難」『経済社会とジェンダー』第2巻、2017年。

7 ブラウン『いかにして民主主義は失われていくのか』35頁。
8 大内裕和・竹信三恵子『「全身○活」時代』青土社、2014年。
9 大内・竹信、前掲書、 20頁。
10 大内・竹信、前掲書、21-22頁。 
11 大内・竹信、前掲書。
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生を戦略的に準備する態度は、企業の行動原則と似ている。企業は存続していくために、
計画的に投資する－その投資は未来においてリターンされるということを見込んで。こう
した主体のあり方を、ニコラス・ローズなどフーコー派の研究者は「企業化する自己
enterprising self」と呼び、新自由主義的統治における主体のモデルとみなしている12。

ところで、こうした人的資本的な主体は、利己的な「ホモエコノミクス」として理解さ
れがちであるが、新自由主義の統治は、さらにそこに「責任感」を要請し、道徳的かつ利
己的な、とでもいうべき主体を構成しようとする。将来を見据えて人的資本を蓄積するこ
とは、それ自体が、「責任」ある道徳的な行為とみなされる。

ニコラス・ローズらによれば、このような主体は、同時にリスク管理の点でも「つくり
なおされ」ているとみなす。かつての福祉国家型において社会的なリスク管理に任されて
いた領域（年金、ヘルスケアなど）は、新自由主義の時代においては、次第に個人化／民
営化されていった。リスク管理が個人の「責任」として主体に要請されるのであるが、パッ
ト・オマリーはこの考え方を「慎慮主義 prudentialism」と呼ぶ（福祉国家時代のそれと
対比し、「新しい慎慮主義」と呼ばれることもある）。ここでも「責任」が強調され、それ
ゆえそのような主体は「道徳的」であるとみなされる。つまり、利己的な要素と道徳的な
要素が一体化された主体、つまり　「将来のリスクを評価し、合理的な計算に従事しなけ
ればならない責任ある道徳的個人」が要請される13。

福祉国家（ケインズ主義）の犯罪政策は、犯罪と貧困などの社会的な要因を強調し、社
会的要因を取り除くことで、犯罪を封じ込めようとしたが、新自由主義においては、犯罪
者（予備軍）を「合理的な選択」の行為者として、つまり、リスクを慎重に避けながら自
己の人的資本を増大させるアクターとして位置づけられる。彼は潜在的な利益と潜在的な
費用またはリスクを比較検討し、その結果、犯罪へのコミットはリスクが高くなるがゆえ
に、回避するようになると考えられる。これは、犯罪だけでなく、健康管理など生のさま
ざまな領域についてもいえる。

 この新しい慎慮主義では、失業、健康状態の悪化、老後などの将来の可能性に対する保
険は私的な義務になる。…さまざまな決定において、市民は未来を現在に持ち込むよう
に命じられ、さまざまな行動の将来の結果を計算する方法で教育される。…したがって、
アクティブな市民は、計算可能な危険と回避可能なリスクの観点から、現在想定されて
いる運命に対して、計算上、慎重／慎慮（prudential）な個人的な関係を採用する必要
性を、彼または彼女の義務に追加する必要がある。14

平井秀幸はここで要請される主体を、新自由主義的な犯罪政策の転換の文脈で「再犯リ
スクを回避するためのスキル・能力を身につけ、それを活用したリフレキシヴな選択とリ

12 渋谷望・酒井隆史「感情労働 ポストフォーディズムにおける〈人間の条件〉－エートス政治と「第
三の道」」『現代思想』28⑼、2000年；渋谷望「ネオリベラリズムとアントレプレナー化する女性：
ポストフェミニズム時代における連帯の困難」。

13 Pat O’Malley, ‘Risk and responsibility’, in A. Barry, T. Osborne and N. Rose, eds., Foucault and 
Political Reason, Chicago University Press, 1996, p. 200.

14 Nikolas Rose, ’Governing “advanced liberal democracies”’, in A. Barry, T. Osborne and N. Rose, 
eds., Foucault and Political Reason, UCL Press, 1996, p. 58.
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スク回避のための自己コントロールを“アクティヴ”かつ“積極的”に継続し続ける慎慮
的な主体」と表現する15。この能力やスキルは「人的資本」として一般化することができる。
つまり、人的資本の主体とは、リスク管理の主体でもあり、就活から健康維持や犯罪予防
にいたるまで「未来を現在に持ち込むように命じられ」る慎慮的な主体である。

2 ．社会投資国家

こうした慎慮的で自己責任的な主体の構築は、新自由主義、特に、必ずしも福祉や教育
の予算の削減を至上命令としない「第三の道」を経由した新自由主義において顕著である。
サッチャーやレーガンに代表される新自由主義政策は、「小さい政府」を志向し、公的な
福祉や教育の予算をカットし、民間市場に任せるというものであった。これに対して、90
年代に登場した「第三の道」は、福祉や教育への財政支出を躊躇しないが、かつてのよう
に国家が直接、福祉サービスを提供するのではく、民間企業やNPOなどに任せ、国家は
これらの事業者を「指導」する役目に回る16。

例えば、イギリスのブレア政権では「準市場」の活用が積極的に進められた。準市場と
は、バウチャー制などによって、公費を投入する一方で、民間業者やNPOなどの参入を
認め、どの事業者を利用するかについては、サービス利用者（消費者）の選択に任せる。
こうして市場原理を機能させ、「効率性」を高めるというわけである。イギリスでは、こ
れによって保育所の多くが「民営化」されていった17。

このような財政支出はもはや「支出」ではなく「投資」として位置づけられる。ニュー
レイバーによる「第三の道」のブレーンであったアンソニー・ギデンズは、「社会投資国家」
を提唱する。そこでは福祉は「生計費を直接支給するのではなく、できる限り人的資本に
投資すること」18 として考えられる。この発想は、先述したアメリカのオバマの演説と共
鳴しているが、実はイギリスの「第三の道」に先行して、こうしたアイデアを実現してい
たのがアメリカであった。クリントン大統領は、「既存の福祉の終焉」宣言（1996年）と
それに伴う福祉改革によって、貧困のシングルマザーへの給付（AFDC）を廃止した。こ
れに代わるTANF（貧困家族一時扶助）は、支給期間や回数などの条件が厳格化される
と同時に、就労への要請を強化した。これによって、主体の「（自己）責任化」が促進さ
れた。就労（意欲）と引き換えの「福祉」は、結局のところ、人々が福祉よりも仕事を選
択することを奨励するものである。個人は、失業期間中は、エンプロイアビリティを高め
るために訓練プログラムにアクセスしなければならないが、それは「人的資本の減価償却

15 平井秀幸「ポスト・リスクモデルの犯罪者処遇へ? ──新自由主義・レジリエンス・責任化」『犯罪
社会学研究 』41号、2016年。

16 渋谷望『魂の労働－ネオリベラリズムの権力論』青土社、2003年; 堅田香緒里 対貧困政策の新自由
主義的再編－再生産領域における「自立支援」の諸相」『社会経済とジェンダー』第2巻、2017年。

17 原伸子「ケアの理論と政策」『立教経済学研究』第73巻3号、2020年。
18 アンソニー・ギデンズ『第三の道』日経新聞社、佐和隆光訳1999年（Anthony Giddens, 1998, The 

Third Way. Polity ）196頁。またギデンズは、「失業保険の給付を中断して仕事に就くの、また特
定の産業に就業するもの、いずれもリスクを伴う行動である。こうしたリスクを引き受けることが、
本人、そして、広く社会に利益をもたらす」のであり、「積極的にリスクを引き受ける行動様式」は、
企業家の行動様式のように言われてきたが、労働者にも当てはまると主張する（前掲書、196頁）。
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を回避するため」である。19オバマの「国家のつくりなおし」「魂のつくりなおし」は、こ
のクリントンの福祉改革路線を引き継ぐものなのである。

したがって、社会投資国家において、二つの「つくりなおし」が絡み合っていることが
わかる。一方で、国家は「企業」となり、人々に「投資」し、彼らの生産性を高めようと
する。他方で、「投資」された人々も、「投資」の主体、つまり「企業」となり、積極的に
自己投資をし「エンプロイアビリティ（雇用される力）」を高める。「第三の道」言説にお
いて、このような社会投資国家の期待に沿う人間は「アクティブ・シティズン」と呼ばれ
る20。

3 ．「投資」言説と「リスク」言説

ところで、このような「投資」言説－人的資本論－は、ローズらの議論でも示唆された
ように、「リスク」言説と結びつく。フーコーが、1979年に「企業」としての「自己」を
論じたとき、その場合の「企業」のイメージは、もっぱら生産活動に従事する工業化社会
の産業資本の「企業」であったと思われる。しかし、金融市場が発達し、経済活動がます
ます投機的になると、企業の活動は、金融資本主義的なものにシフトしてきた。こうした
金融資本主義は、「リスク」を計算し、リスクを分散させながら融資を受け、自己「投資」
することを企業に要請する。この考え方は、個人の住宅や年金を「投資」とみなす考え方
へと浸透していく。コスタス・ラパビツァスは、このプロセスを述べている。

 金融化は、金融の倫理、道徳、思考様式が社会的・個人的な生活に浸透させてきた。「リ
スク」概念は、もともと、金融業の実践の平凡な形式化にすぎなかったが、公的な言説
において目立つようになってきた。住宅や年金の「投資」への変容によって、貪欲さの
波が放たれ、個人を金融バブルに引きずり込んだ。21

リスク言説は、80年代にベックが『リスク社会』で提案したころは、金融的なリスク
概念とは無関係な、産業社会にともなうリスク－例えば環境破壊のリスク－であった。し
かし、ラパビツァスが指摘するように、金融化のプロセスを経て、リスク概念もまた、金
融化、「投資」化されたといえる。つまり、人的資本の主体は、自己という金融資産を維持・
拡大するために、リスクの最小化と収益の最大化のバランスをとりながら、自己投資をす
る、そのような主体といえる。この意味で、人的資本への投資は、ミシェル・フェーエが
指摘するように、より「投機的」になったと言える22。フェーエは、金融資本主義におけ
る権力関係は、労使関係というよりも、投資する者とされる者の関係が重要となり、格付
けすること、投資に値するものと値しないものの決定が権力の根幹になるとみなす。

19 Michel Feher, Self-Appreciation; or, The Aspirations of Human Capital, Public Culture, 21:1, 2009, p. 40.
20 渋谷『魂の労働』；渋谷「ネオリベラリズムとアントレプレナー化する女性」。
21 Coatas Lapavitsas, ‘Financialised Capitalism: Crisis and Financial Expropriation’, Historical 

Materialism 17, 2009, p. 116.
22 Michel Feher, Rated Agency: Investee Politics in a Speculative Age, Zone Books, 2018 ; Feher 2009  

p. 34;ブラウン『いかにして民主主義は失われていくのか』34頁。
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ところで、このような人的資本の主体が、投資に失敗したらどうなるだろうか？ブラウ
ンは、国家のレベルでの「社会投資国家」化と、個人のレベルでの「人的資本」化の二つ
のレベルでの「つくりなおし」を指摘した。そしてこの二つの水準の「つくりなおし」は
絡み合っている。ブラウンはこの絡み合いを、次のように表現する。

 わたしたちは自分自身にとってのみ人的資本なのではなく企業、国家、あるいは自分た
ちが所属するポストナショナルな集団にとっても人的資本なのである。23

このことが意味するのは、人的資本への投資の構造が入れ子状になっているということ、
そして上位の水準に下位の水準が従属するヒエラルキー構造であるということである。つ
まり、私たちが自分自身の人的資本に価値を見出そうとしているにもかかわらず、企業や
国家がそこに価値を見出さず、私たちを簡単に捨てる場合があるということである。それ
が端的に示されるのは、「人的資本」としての個人が、リスク管理に失敗、つまり投資に
失敗したときであろう。オバマが期待したような「エンプロイアビリティ」を身につける
ことに失敗したとき、「社会投資国家」は、より投資のしがいのある対象に切り替える。
社会的投資国家は、自らの人的資本に投資する「意欲ある人」に対して、社会（国家）の
レベルでも「応援し」、「投資」をするが、他方、「意欲のない人」を応援（＝投資）しない。
むしろ、自己の人的資本としての構築に失敗した者は、国家の水準において、処分に困る
不良債権となり、国家の「安全」にとって懸念材料となる。それは国家のリスク管理――
あるいは「ガバナンス」――を妨げる「リスク・ファクター」となり、国家によるリスク
管理の対象となる。カナダにおける「社会投資国家」化のなかで、ミランダ・ジャイルズ
は、児童福祉、とくに貧困母子の保護に関わる福祉政策の変容を次のように指摘する。

 社会政策はもはや貧困の撲滅に取り組んでいない。むしろ、現在問われている中心的な
問題は次の問いである。私たちは、社会的逸脱者によって課せられるリスクを最小限に
抑え、人口の安全を確保するにはどうすればよいのだろうか。そして、分類システムを
改善し、効果的に潜在的な逸脱者を確定し、将来のリスクを避けるには、どうしたらい
いのか。この言説のなかでは、貧困は所与のものとなり、それを根絶することは不可能
で無益な目標である。24

ジャイルズによれば、社会的投資国家への変容は、このように、社会政策の目標を「ニー
ズ」の充足から「リスク」の回避へと向かわせた。「リスク」は物質的な基盤に基づいて
いないがゆえに、何をリスクとみなすかは、支配的な文化や慣習によって誘導される。リ
スクは、私たちの社会で支配的である「ミドルクラス的な選択」－人的資本の構築と言い
換えてもいいだろう－という観点から導出される。つまり、リスクは「もっぱら新自由主

23 ブラウン、前掲書、34頁。
24 Melinda Vandenbeld Giles, ‘From “Need” to “Risk”: The Neoliberal Construction of the “Bad” 

Mother’, Journal of the Motherhood Initiative for Research and Community Involvement, vol. 3, no. 
1, 2012, p. 113.
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義的な個人化された『自己改善』概念と『良い母親』を基盤に決定される」25。
カナダでは、1996年に地方分権の名の下に、児童福祉の責任が、現場の社会福祉ワーカー

の手に委ねられることになったが、同時に資金は大幅に削減され、1998年から社会投資
国家の枠組みに移行する。すでに指摘したように、リスク言説は「安全」を優先し、その
ための介入を志向する。しかし、厳格な規制に基づく介入を可能にする資金は現場には提
供されていない。結果として、介入の方向は、「子どもの保護」から離れ、「逸脱した」母
親の特定、そして、彼女の将来のリスクの特定に向けられる26。しかし、当事者の生活を
改善させるため資金やリソースを振り分けるわけではないので、「リスク」のある対象を
見つけ、そのリスクを特定することにとどまる。その結果、事実上「リスクのある母親」
＝「悪い母親」という逸脱者のレッテルを貼ることに終始することになり、彼女の「責任」
が強調される一方、子どもを保護するという目標は失われる。1997年に、10代のホーム
レスの女性が新生児を生み、栄養不足から死に至らせた事件が生じたが、2001年になって、
検視官は、この事件を「殺人」と裁定し、「今後、同様の死を防ぐために」44の勧告がな
された。そのなかの一つは、次のように、リスクを見つけるために「まず疑うこと」であっ
た。

 シェルターに住んでいる若者、あるいは過去に住んでいた若者のなかには、嘘をついた
り人を操作したりすることに長けている者がいることに、すべての児童保護ワーカーが
注意すべきことを、われわれは勧告する。ケースワーカーは、育児スキルを調査・評価
されているケア提供者［＝母親ないし父親］から受け取ったその情報の正確さを確認す
る必要がある。たとえそのケア提供者が見栄えがよく、彼または彼女を疑う明白な理由
がない場合でも。（「検視官の報告書」）27

このように、人的資本の構築に失敗した者は、児童福祉システムのなかで、「悪い母親」、
つまり「リスクのある人物」として構築され、処遇される。いったんそのようにレッテル
が貼られれば、彼女が信頼に値する者として生きることはいっそう困難になる。また、ジャ
イルズは、母親が子育てができない「悪い母親」と評価され、子どもの監護権を失った場
合、取り残された母親をケアするプログラムは一切用意されていないことを問題にする。
このことは、社会投資国家の理念に内在する問題である。というのは、社会投資国家の投
資は、それが投資であるがゆえに、「未来志向」的であり、この「未来志向」という方向
性に最も適している投資対象は「子ども」だからである。「悪い母親」は投資対象から外
される。

25 Giles, ‘From “Need” to “Risk”,’p. 116.
26 日本での同様の展開については、上野加代子、「『児童福祉から児童保護へ』の陥穽―ネオリベラル

なリスク社会と児童虐待問題」『犯罪社会学研究』41号を参照、2016年。
27 Giles, ‘From “Need” to “Risk”,’pp. 121-122.
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「子ども」への投資は、その前向きな響きにも関わらずさまざまな問題をはらんでい
る28。とりわけ、それは政治的な問題を忌避する機能がある。「子ども」は「エンブレム」
ないし象徴的なものに昇華させられる。リスターやドブロウォルスキーが指摘するように、
子どもの表象は、「子どもらしさ」という均質的な本質が想定されやすく、そのため、エ
スニシティ、人種、ジェンダー、階級、障害などに関わる問題は議論されない。彼女らは、
社会投資国家が、ジェンダー平等を無視する傾向があることを警告している。無力な子ど
もへの「憐れみ」を喚起することによって、女性の貧困の問題は退いていく29。

4 ．未来志向の陥穽

「未来としての子ども」言説に象徴される社会投資アプローチは、現在性－現在のニー
ズ－を等閑視するという問題がある。

子どもが「エンブレム」のように扱われるということは、「実在的ではなく、道具的に
重要である」にすぎない。また、子どもたちへの実際の支出（「投資」）は、「実証可能な
見返りがある場合にのみ正当化される」。30したがって、そこには現在の「実在の」子どもが、
子どもとして楽しむ「無益な」時間の余地はない。

さらにジェンソンとサンマルタンは、次のような格付けの危険性を指摘する。

 明示的であれ暗黙裡であれ、子ども、特に幼児への投資に熱意をもたらすのはそのよう
な計算である。そのような投資は、もっとも高い利益率をともなう。対照的に、若者、
特に大人への投資は、こうした論拠にもとづけば、費用対効果が低くなる。たとえば、
高校中退者、福祉受給者、その他の不利な立場にある労働者のあいだで、教育の達成を
促進するための「セカンドチャンス」的介入の費用対効果については論争がある。それ
ゆえ、社会投資国家における予想利益率は、明らかに年齢と関連している。31

また、社会投資国家は、国民国家を単位として国際競争力をつけるというロジックを前
提としているがゆえに、投資の対象としてふさわしくない他者－たとえば、難民申請者－
に対しても疑いの目を向ける。

したがって、社会投資国家に政治があるとすれば、現在のさまざまな問題や対立－敵対
性－、つまり政治的なものを、「未来を志向する」ことによって消去する、そのような「政
治」である。その結果、「現在」の諸問題は存在がかき消されることになる。ブラウンは、

「都市」（国家）と「魂」はパラレルであると指摘したが、「魂」、つまり人的資本として呼

28 Ruth Lister, ‘Investing in the Citizen-workers of the Future’, Social Policy & Administration, 
VOL 37, No. 5, 2003; Alexandra Dobrowolsky,‘Introduction: Neo-liberalism and After?’, 
Dobrowolsky, A., ed., Women and Public Policy in Canada, Oxford University Press, 2009; 安宅仁
人「英国 「子ども法2004」の制定に見る 子ども行政の一元化の理念と動向―「社会投資国家」論の
批判的検討を土台として」『日本教育行政学会年報』no. 34、2008年。

29 Lister, ‘Investing in the Citizen-workers of the Future’, p. 436. 
30 Lister, ‘Investing in the Citizen-workers of the Future’, p. 434.
31 Jane Jenson and Denis Saint-Martin, ‘New Routes to Social Cohesion? Citizenship and the Social 

Investment’, The Canadian Journal of Sociology, Vol. 28, No. 1, 2003, p. 92.
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びかけられた人々の側も、このようなスタンスを内在化しているように思える。
日本において、「社会投資国家」が直接言及されているわけではないが、オバマや

OECDなどの影響であろうか、近年の政治的言語のなかに「投資」の用語を見出すことが
できる。たとえば、「ニッポン一億総活躍プラン」では「すべての子供が夢に向かって頑
張ることができる社会をつくらなければならない。未来を担う子供たちへの投資を拡大し、
格差が固定化せず、誰にもチャンスがある一億総活躍社会を創っていく」と宣言されてい
る（「ニッポン一億総活躍プラン」2016年6月2日閣議決定）。この「活躍」とは、成長に
貢献できる「人的資本」になるということであり「一億総活躍」とは「一億総人的資本化」
を目指すものといえる。また、そこでも投資の対象として子どもに焦点があてられている。
原伸子が指摘するように、「子どもへの社会的投資」のロジックは、就学前の子どもに対
する社会的投資の根拠として語られ始め、保育所の増設の「ハイリターン」が主張されさ
ている32－ただし、当然、保育の準市場化とワンセットになっている。

こうした「総活躍」「総人的資本化」の流れにおいて、「ダイバーシティ（多様性）」が
公的な政治経済的な言説の主流となる。しかし、それは人的資本として価値があるという
意味での「多様性」であり、人的資本としての価値として認められない場合、そうした主
体には排除のまなざしが向けられる。たとえば近年、「投資へのリターン」がない、とい
う意味での障害者、病人、LGBTへの差別発言が見られる。元アナウンサー、長谷川豊に
よる人工透析患者への批判（「実費負担」がいやなら「そのまま殺せ」）や、杉田水脈によ
る、LGBTには「生産性がない」などの発言や、やまゆり園障害者殺傷事件の背景には、
こうした「総人的資本化」が、犯人やヘイターに「正当性」を与えている可能性がある33。
示唆したように、投資の対象に値しない者への非難を隠さない人的資本言説を内面化した
主体は、「責任」言説をまとうことで、「正しい」道徳的な主体として立ち現れている。

5 ．人的資本の「やりくり」を越えて

私たちは、人的資本たれと、つまり「ポジティブ」で「アクティブ」な主体たれと呼び
かけられてきた。しかし、必ずしも瑕疵がなくても、人的資本として評価されず、投資の
対象とならない場合がある。

 いかに知識があり信頼に値する者であっても、つねに自分自身の行為とは関係のない失
敗や失業の危険、見捨てられる危険にさらされている。財政危機、経営縮小、業務委託

（アウトソーシング）、一時解雇－いかに知識があり信頼のおける投資家や企業家であっ
たとしても、こうしたものすべて、あるいはそれ以上の危険に私たちはさらされるの
だ。34

32 原伸子「社会的投資アプローチとジェンダー平等 : 批判的考察」『大原社会問題研究所雑誌』695・
696、2016年。また、岸田政権が社会投資アプローチを踏襲していることについては、伊吹美貴子「「パ
ンとバラ」のユートピア―「人への投資」の政治をこえて」『福音と世界』5月号、2022年を参照。

33 この点については、熊谷晋一郎と雨宮処凛の対談、「「生産性」よりも「必要性』を胸を張って語ろう」
（雨宮処凛『この国の不寛容の果てに』大月書店、2019年）を参照。

34 ブラウン『いかにして民主主義は失われていくのか』35頁。
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私たちは、人的資本として自己を承認し、そして人的資本として自己を愛することさえ
要請されているが、同時に、いつでも裏切られる。これこそ、フェーエが指摘する、投資
に値するものと値しないものを恣意的に「格付け」する金融資本主義の権力の本質といえ
よう。そして、人的資本言説は、こうした理不尽に耐え、それを粛々と受け入れることを
要請する。金融危機以降の財政危機と緊縮財政は、人々をこうした理不尽に直面させてい
る。

だが、私たちは、必ずしもこれを受け入れるとはかぎらない。私たちはエージェンシー
であるかぎり、理不尽さに対して、さまざまなリアクトをする可能性をもつ。ここでは、
こうした理不尽さにどのようにリアクトしうるかという観点から、人的資本／社会的投資
へのオルタナティブを考えてみたい。

ルース・リスターは、貧困者のエージェンシー、つまり、貧困者が貧困状態に直面して、
どのようにリアクトしうるかについて、「日常的－戦略的」の両極で構成されるスペクト
ラム軸と、「私的（個人的）－政治的でシティズンシップにかかわる」の両極で構成される
スペクトラム軸をクロスさせ、「やりくり」、「脱出」、「反抗」、「組織化」の4象限のパター
ンを示す35（図1）。「やりくり」と「脱出」は、「私的」なリアクションである。「やりくり」
とは、個人の努力やネットワークを駆使してなんとかやっていくことを意味し、「不安定
な家計という薄氷の上を滑るようなもの」である36。これに対して、同じ「個人的」な努
力であっても、より「戦略的」である場合、「やりくり」にとどまるのではく、貧困から
の「脱出」も可能となる。

図1：エージェンシーの形式

出典：リスター「貧困の再概念化」

日常的

私的
（個人的）

〈やりくり〉 〈反抗〉
政治的で、シ
ティズンシッ
プにかかわる

〈脱出〉 〈組織化〉

戦略的

他方、日常的であっても個人的な「やりくり」ではなく、集団的－「政治的でシティズ
ンシップにかかわる」－「反抗の文化）」がありうるとリスターは指摘する。「社会保障制
度に対する敵意や恨みが確かにあり、「ちょろまかしている」人々がその制度を不公平と
見なしている場合、動機が生存のためであったとしても、そこには反抗の要素が存在する
と言える」37。さらに、反抗の文化が、より戦略的となる場合、「組織化」というリアクト

35 ルース・リスター「貧困の再概念化」『教育福祉研究』第17号、屋代通子訳、2011年。
36 前掲書、4頁。
37 前掲書、5頁。



28

第2章　人的資本化される私たちの〈生〉－社会投資国家とリスク管理

が可能となる。
このように整理したとき、人的資本／社会的投資アプローチは、「やりくり」と「脱出」

の側に位置づけることができる。社会的投資アプローチは、リスク回避をしながら「やり
くり」している貧困層に投資し、貧困から「脱出」させることが目標だからであり、個人
の側は、戦略的に自己投資をすることが求められるからである。ただし、ブラウンが指摘
するように、投資の対象として切り捨てられる－あるいは十分に「投資」されない－こと
もあり、その場合は、リスク回避という「やりくり」が前面に出る。つまり、人的資本は
私たちのエージェンシーを、あるいは私たちの「自由」を、「やりくり－脱出」の可変域
に封じ込めようとするのである。

このように考えると、人的資本／社会的投資アプローチに対する別様の「自由」の領域
があることがみえてくる。そしてそれは、リスターの言う「政治的でシティズンシップに
かかわる」もの、つまり集団的な実践を通じた「自由」である。

ただし、リスターの議論は、四つのエージェンシーのあり方のどれかに価値を見出すも
のではなく、あくまでも記述概念であるとしている。

人的資本／社会投資アプローチへのオルタナティブを考える際、もう一つ補助線を引き
たい。ニール・ギルバートらは、ヨーロッパにおける児童保護の子ども中心的な新しい政
策アプローチにおいて、二つの矛盾した流れがあることを指摘し、それらを「社会的投資」
と、「個人化」という二つの方向性に整理し対比させている38。彼らによれば、フィンラン
ドやノルウェーでは、「個人化」型の政策が強い。つまりそこには「子どもを、今ここで（here 
and now）個人として」「大人とは異なるが同等に価値ある」者として認識する政策・実
践の系譜があり、「今ここ」において、「確実に子どもたちが、敬意（リスペクト）を持っ
て扱われ、愛情のこもった育成を受けられるようにすることは、社会正義の問題である」
とみなされる39。

このように、未来において業績や生産性に貢献するからではなく、人は「今ここで」敬
意を払われるべきという考え方は、リスターが「承認とリスペクトの政治」と呼ぶものに
近い40。リスターは、ナンシー・フレーザーによる、「再配分の政治」と「承認の政治」と
いう、運動の方向の分類の問題提起を受け、貧困の政治には、再配分だけでなく、承認・
リスペクトが必要であると主張する41。ただし、この場合のリスペクトは、人的資本とし
ての承認ではなく、「今ここで」の承認である。人的資本を媒介とする「承認」は、人的
資本の主体になり損なったと判断されれば、あっさり剥奪される。リスターは、「承認と
リスペクトの政治」のイメージを以下のように描く。

38 Neil Gilbert, Nigel Parton and Marit Skevins, ‘Changing Patterns of Response and Emerging 
Orientations’, in N. Gilbert, N. Parton and M. Skevins, eds., Child Protection Systems, Oxford 
University Press, 2011.

39 Gilbert,. et. al., ‘Changing Patterns of Response and Emerging Orientations’, p. 254. なおここでの
「個人化」は、社会投資アプローチに対立するもので、リスターのいう「個人的」エージェンシーと
は異なる。また、他者からの「敬意」に注目するという点で、伝統からの個人の解放とセキュリティ
の喪失という側面を強調するベック的な「個人化」とも異なる。

40 筆者はこれを「尊厳dignity」と呼んだことがある。渋谷望「壊乱的社会費用論－尊厳、あるいは原
発 Ya Basta!」河出書房新社編集部『歴史としての3.11」河出書房新社、2012年。

41 Nancy Fraser and Axel Honneth, 2004, Redistribution or Recognition?: A Political-Philosophical 
Exchange, Verso,（『再配分か承認か』法政大学出版局、加藤泰史訳、2012年）
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 低い賃金を上げようとするのは、言うまでもなく明らかに再分配のポリティクスです。
けれどもそうした要求はしばしば、尊重・尊敬（リスペクト）のポリティクスの言葉を
使い、それに促されて高まります。ですから、たとえば低賃金労働者が「暮らせる賃金」
を求めて運動することがえてして尊厳の意識を呼び覚ましますが、これは人権意識の核
になるものです。42

この事例でリスターが想定している「再配分」が、「今ここで
0 0 0 0

」の「再配分」であるこ
とが重要である。それは、未来において、実現される賃金上昇ではない。リスターも指摘
するように、しばしば「再配分の政治」は福祉国家的であり、対して「承認の政治」は「ア
イデンティティ・ポリティクス」であるとして、両者は対立するものとして捉えられてき
た。しかし、リスターが指摘するように、両者は結びつくことができる。ただし、「今こ
こで」の「再配分」と、無条件の「今ここで」の「承認とリスペクトの政治」としてであ
る。そしてこの両者が結びつくとき、相互に力を増幅することができる。

人的資本の主体として未来志向であるということは、未来に縛られることを意味する。
またそうした主体のエージェンシーは、個人主義的でもあった。その意味で、それはきわ
めて限定的で貧しいエージェンシーである。これに対して、「今ここ」の他者を―ギルバー
トらによれば「個人として」―リスペクトするということは、集団的で戦略的な「自由」
という、エージェンーの豊かな次元が開かれる。
「再配分の政治」と「承認とリスペクトの政治」の結合は、ブラック・ライブズ・マター

運動を想起させる。それは、警察の暴力によって命を落とし続けているアメリカの黒人た
ちの生を「今ここで」無条件に肯定する呼びかけであった。それはさらに、生へのリスペ
クトを通じて、黒人たちの生を軽視する社会構造－それは再配分のパターンを規定する－
を「今ここ」の問題として問いかけ、別様の、集団的な「自由」を増幅させていった43。 
人的資本の投資戦略は、こうした豊かな〈生〉の感覚を奪うものとして見る必要がある。44 

42 ルース・リスター「貧困：理論から実践、そしてポリティクス」『教育福祉研究』第17号、屋代通
子訳、2011年。

43 映画『ヘイト・ユー・ギブ』（G.テルマン監督年）も参照。この映画は、警察の暴力を「やりくり」
して日常をサバイブしている黒人の若者が、「組織化」へ、あるいは「承認とリスペクトの政治」へ
と向かうプロセスとして読むことができる。

44 人的資本への社会投資が困難になった局面において、「レジリエンス」言説が現れるといえるが、「レ
ジリエンス」言説が人的資本を補完するものであるか、オルタナティブであるかは議論がわかれる。
ここでは暫定的にではあるが、その両義性を確認しておきたい。ギルとオーガッドは、イギリスに
おいて2010年代の緊縮財政の時代に、「レジリエンス」言説が台頭していると指摘する。レジリエ
ンスは、近年日本でも紹介され、「回復力」などと訳されることがあるが、災害などの危機に直面し
た者が生き残る力を意味する。彼女らによれば、緊縮財政の文脈で「レジリエンスは、自信、創造性、
起業家精神などの他の概念と並ぶもので、新自由主義社会で生き残り、繁栄するために必要なもの
として強調されている鍵となる資質と性質」である。彼女らは、シェリル・サンドバーグが新自由
主義的フェミニズムの啓発書、『リーン・イン』（日本経済新聞出版、2013年）の後に、夫の死に直
面しながら、ポジティブ心理学者、アダム・グラントとともに執筆した『オプションB』（日本経済
新聞出版、2017年）は、この意味での「レジリエンス」を押し出し、女性に対し、短期間で「障害
を乗り越えて、自分たちの潜在能力を最大限に発揮する」ように呼びかけものとして批判する

（Rosalind Gill and Shani Orgad, ‘The amazing bounce-backable woman: Resilience and the 
psychological turn in neoliberalism,’ Sociological Research Online, 23⑵, 2018; 堅田香緒里 『生きる
ためのフェミニズム ――パンとバラと反資本主義 』タバブックス、2021年も参照）。レジリエンス
を新自由主義に文脈にのせてこれを批判する論調に対し、オマリーやローズらは、「個人的なレジリ
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エンス」概念とは一線を画する「社会的レジリエンス」の可能性を探っている（平井2016; Nikolas 
Rose and Filippa Lentzos, ‘Making Us Resilient, Responsible Citizens for Uncertain Times’ in S. 
Trnka and C. Trundle, eds., Competing Responsibilities, Duke University Press, 2016年）。ただし、
アンジェラ・マクロビーは、ローズらの議論を「ポピュラー・カルチャーメディア内でのその位置」
を、つまりそれがどのように流用されているかを考慮していないと批判している（Angela 
McRobbie, Feminism and the Politics of Resilience, Polity, 2020）。このような論争を踏まえると、「レ
ジリエンス」に対する賛否を問う前に、「レジリエンス」が同一のシニフィアンに対してその意味内
容が「相争われる」概念であることを抑える必要がある。

第2章　�人的資本化される私たちの〈生〉－社会投資国家とリスク管理
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第3章　�ヤングケアラー概念の批判的検討�
－英国での議論を参照して

上野　加代子

1．ヤングケアラー概念の台頭

ヤングケアラーが話題になっている。2010年に創立した日本ケアラー連盟によると、
ヤングケアラーとは家族にケアを要する人がいる場合に、大人が担うようなケア責任を引
き受け、家事や家族の世話、介護、感情面のサポートなどを行っている18歳未満の子ど
ものことを指す。ケアが必要な人は、主に障がいや病気のある親や高齢の祖父母であるが、
きょうだいや他の親族の場合もあるとされる1。

日本でのヤングケアラーの研究は、論文データベースで検索すると2000年以降のもの
がほとんどである。ヤングケアラーの実態を把握する調査がはじまり、厚生労働者の「ヤ
ングケアラー」全国調査（2020）では中学・高校生でおよそ20人に1人が該当し、国が支
援策（2021）をまとめている。そしてメディアでも、特集番組が組まれ、家族の世話を担っ
ている子どもがどこにいるのか、子どもをどうサポートするかといった実践的、そして政
策的な関心が強く認められている。

筆者は、このヤングケアラー概念を啓発する昨今の言説は批判的な検討に拓かれるべき
という立場である。とくにヤングケアラーの問題を、子どもの学校でのパーフォーマンス
の問題、社会参加や人間関係構築の制約、自尊心や精神衛生だけでなく、親のネグレクト
としてみる兆しがでてきたことに危機感をもつ。ヤングケアラー概念は、親業のイメージ
を刷新させ、障害や慢性疾病をもつ親を「不十分な親」とみなす発想とつながっている。
それゆえ、ヤングケアラーの子どもたちのストーリーは、被虐待児のストーリーとして実
に簡単に読まれてしまう。本稿では、ヤングケアラー概念の何が問題なのかをみていくが、
日本のヤングケアラーの研究と支援活動が依拠している英国においてこの概念がどのよう
に台頭したのかをまず簡潔に記しておく。

そもそも英国では、ヤングケアラーという言葉が1980年代から用いられているが、本
格的に台頭したのは1990年代である。90年代はじめに、「ケアラー全国連合のヤングケア
ラープロジェクト（CNAYCP）」が英国保健省の資金を得た調査で、「許容できないコミュ
ニティケアの側面」を問題提起している2。この時期、ヤングケアラー研究の書籍も出され
ている。その記念碑となるのは、ヤングケアラー調査グループを1992年に立ち上げたラ
フバラー大学の研究者で、このテーマを世界的に主導することになるアルドリッジとベッ
カーが著した『ケアをする子ども－ヤングケアラーの世界』3である。15名へのヤングケア
ラー（うち4名は調査時点では大人）への質的調査から、幼い時から世話役割で子ども時

1 日本ケアラー連盟ホームページ  
http://www.aqua.ac/carersjapan/ycpj/index.html

2 Meredith H. 1991, Young carers: the unacceptable face of community care. Social Work and Social 
Sciences Review, 3 （suppl）: 47-51.

3 Aldridge, Jo and Saul Becker, 1993, Children Who Care: Inside the World of Young Carers. 
Department of Social Science, Loughborough University.
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代を喪失した子どもたちの苦悩を描き出し、子どもたちに対するサポートと全国調査の必
要性を訴えた。この時期には、『あなたも早く大きくなりすぎて』4といったような読者の
感情に訴えるタイトルの論文・書籍・メディア報道が次々と登場する一方で、医学誌、『英
国医学ジャーナル』に「だれがヤングケアラーをケアするのか」という論説5が掲載され
るなど、硬軟自在で幅広い読者に訴えていった。これらの議論は当初からサービス提供の
必要性と結びついており、ヤングケアラーはすでに1990年代初頭より社会福祉サービス
の主要な対象となっていたが、ヤングケアラーの存在が社会的に広く認識され、ヤングケ
アラーへの固有のサービスが拡大したのは、ヤングケアラーを法的に定義した1995年の

『ケアラー（認知・サービス）法』以降である。さらに、2014年の『ケア法』ならびに『子
どもと家族に関する法律』は、ヤングケアラーとその家族を発見しサポートすることを専
門家の義務として明確に位置づけている6。そして、現在までに、全国規模の推計がいくつ
か出ており、数は調査設計により異なるが、2010年にBBCによる70万人という数字も表
れた7。

近年、ヤングケアラーは英国以外の国に広がり研究がなされ、とくにヨーロッパ域内比
較や国際比較研究が続いている。他方、英国では「いまだに隠れているヤングケアラー」
を突き止める研究の流れも一貫して認められる。そして「○○をケアするヤングケアラー」
といったように、特定の疾患にフォーカスしたヤングケアラー研究も数多い。

ヤングケアラー誕生の地、英国を起点にみると、日本は10年以上遅れて研究と実践が
はじまった。そして本稿が注目するのは、日本では英国で問題になったヤングケアラー論
が無批判に導入されている点である。

というのは、英国にはヤングケアラー概念批判という潮流がくっきりと存在しているか
らである。家族の世話をする見えにくい子どもを見つけようとする眼差しと実践そのもの
に対して早くから疑義が呈された。そして『クリティカル・ソーシャル・ポリシー』誌上
で1990年代半ばに激しい論争が戦わされている8。その論争は、研究者や実践家の間で、ヤ
ングケアラーに関して、どちらの立場に立つのかを明確に意識化させたようにみえる。し
たがって本稿では、とくにこの論戦で提示された英国障害学からのヤングケアラーへの批
判的視座を中心に紹介する。

4 Bilsborrow, Sandra, 1992 ‘You Grow Up Fast As Well: Young Carers on Merseyside, Carers 
National Association.

5 Jenkins, Sue and Wingate Candida, 1994, Editorials: Who Cares for Young Carers?  British Medical 
Journal, 308: 733.

6 Aldridge, Jo, 2018, Where are We Now? Twenty-five Years of Research, Policy and Practice on 
Young Carers, Critical Social Policy, 38⑴: 155–165

7 BBC, 2010, Number of Child Carers ‘Four Times Previous Estimate”  
https://www.bbc.com/news/education-11757907

8 Aldridge, Jo and Saul Becker, 1996, Disability Rights and the Denial of Young Carers: The 
Dangers of Zero-sum Arguments, Critical Social Policy, 16（48）: 55-76. Keith, Lois and Jenny 
Morris, 1995, ’Easy Targets: A Disability Rights Perspective on the “Children as Carers” Debate’, 
Critical Social Policy 44/45: 36-57. Morris, Jenny, 1997, Jenny A Response to Aldridge & Becker-
Disability Rights and the Denial of Young Carers: The Dangers of Zero-sum Arguments, Critical 
Social Policy, 51（17）: 133:135.



33

第3章　ヤングケアラー概念の批判的検討－英国での議論を参照して�

2 ．ヤングケアラー概念のどこが問題なのか－英国の議論を参照して

ヤングケアラーという問いのたて方のいったい何が問題とされたのだろうか。障害者の
自立生活運動の当事者で母親でもあるキースとモリスは、1995年「安易なターゲット」
と題した論考で、ヤングケアラーの概念について徹底的に批判している9。その批判のリス
トは長いが、ヤングケアラーは（1）英国保健省の政策の欠陥ゆえに生じた問題であり、（2）
親業の定義を変え「不十分な親」を名指しする、というふたつに絞って紹介する。

⑴　財源配分とヤングケアラー概念
ヤングケアラーは、英国の財源問題に関係したコミュニティケアの方向性と深く結びつ

いている。1981年、英国保健省は、『高齢化する』と題した報告書で、高齢者のケアを提
供する公的な資源は決して十分なものにならないという前提のもと、コミュニティでのケ
アから公的財源を使わないコミュニティによるケア（家族・親族、友人、ボランティア）
への移行の指針を明記した10。この公的なサービスが必要なときに十分に提供されるよう
にはならないとの見立てが、英国国民保健サービス＆コミュニティケア法の屋台骨となり、
ヤングケアラーの研究者や関連団体・機関によって共有されているとする。

そのような政策的な意図においては、子どもたちによるケアは必然となる。障害者生活
手当は週に数時間の支援を購入するのにも足りない。そして資産調査も厳しく、障害をも
つひとたちのなかで現金給付の対象となるひとは一握りである。そして予算の制約ゆえに、
ケアプランは、自立生活の原則ではなく、家族が無償で介助することが前提とされる。障
害をもつ親たちが共通して経験しているのは、子どもを含めた家族員に依存しなければな
らないようにソーシャルサービスからの給付金とサービス提供が抑えられているという状
態である。つまりヤングケアラー論の焦点付けは間違っていて、支援は子どもではなく、
親に対するものであるべきである。支援が十分であれば、子どもたちの教育的機会、社会
関係を築く機会も妨げられず、子どもたちの情緒的な健康も守られ促進される。ヤングケ
アラーの議論が、「慢性疾患および障害者法」で保障されているはずの具体的なアシスタ
ンスや支援金、補助具等にどのようにアクセスするかに関心がなく、ヤングケアラーのみ
を探しあてようとするのはいったいどういうことか、というわけである。

この1995年のキースとモリスの問題提起に対して、アルドリッジとベッカーは「ゼロ
サム議論の危険性」と副題をつけ、それがヤングケアラーへのバックラッシュ（逆流現象）

9 前掲（Keith and Morris 1995）。ヤングケアラー概念は当事者からでてきたものではなく、調査者が
あてはめたもので、調査設計の問題もありエビデンスが弱い。障害者をめぐり是正されるべきは、
①サービスの不足、②住環境の障壁、③教育・経済機会の不平等による貧困、④多文化的な配慮不足、
⑤社会に根付くジェンダー意識と⑥社会からの偏見である。特に貧困についての言及が多く、障害
を持つ親は貧困に陥りやすいのは、教育で「自立」より「保護」の別ストリームゆえに就職のハー
ドルが高いからである。また障害と疾病ゆえに日々の生活コストが高くなり、収入が低く抑えられ
たままだと自立生活が難しくなる。ヤングケアラー言説がリアリティをもつとすれば経済的貧困家
庭、単身家庭である。親をサポートする以外の選択肢がないと子どもたちが感じてしまい、実際に
親の子どもへの依存度は高い。

10 Department of Health and Social Security, Britain. Scottish Office; Great Britain. Welsh Office; 
Great Britain. Northern Ireland Department, 1981, Growing Older.  
London : Her Majesty’s State Office, paragraph 1.9.
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であると位置づけた。そして、他の論者からの批判点をも含めて、まとめて反論してい
る11。上記の点における反論に絞ると、親が十分にサポートされていなければ、子どもは
ケアをする必要がないというが、病気や障害が家族生活に及ぼすインパクト、家族におけ
る権力や性格的なもののダイナミズムもあり、状況はそんなに単純なものではない。そし
て自分たちも、子どものケア内容と範囲は、親の状態とサポートの入手可能性によって直
接影響されると言い続けてきたとする。

これに対して、モリスは再批判のなかでアルドリッジとベッカーが「社会資源は十分で
はない」という前提を保持しており、これでは子どもが世話をするのは仕方がないと言っ
ているようなものであるとし、アルドリッジとベッカーが記したヤングケアラーが存在し
ている理由に関していずれも援助が必要であるのは子ども側ではなく親側であると強調す
る12。なお付言すると、アルドリッジとベッカーによって批判の矛先を向けられたオルセ
ンとパーカーは資源の限定性に一定の理解を示しながら、子どもの権利と親の権利の対立
図式が鮮明になることに警鐘を鳴らす。サービスの「戦略と優先性」という観点を打ち出
し、子どもがケアをしなければならない状況のほうが最初に改善されるべきであると説
く13。たとえば、地方で孤立しているヤングケアラーを都市部に連れてくる移送サポート
の必要性が指摘されるのに、交通手段を欠く障害者の状況に言及がないのは奇妙である、
と。

ところで、このような障害を持つ親の権利とニーズが十分に認められていれば、子ども
がそもそもケアという場面では招来されないという主張は、日本において介護保険法、障
害者総合支援法等で当事者にサービスがどこまで提供されるのかに置き換えるとわかりや
すい。ケアプランのなかに家族ケアが入り込み、家族が福祉の含み資産とされてきたから
である。財政を理由として賃金が支払われることのない家族介護者がさらにあてにされる
状況がある。厚労省のヤングケアラーの支援策14では、ヤングケアラーの早期発見・把握、

11 前掲（Aldridge and Becker 1996）。ヤングケアラー調査や政策は、多くのケアラー運動と子どもの
権利の実践家に歓迎されているにもかかわらず、障害者の権利についての特定の著者から異議を申
し立てられている。ヤングケアラーの調査方法に欠陥があるとされているが、批判側は、研究の選
択が恣意的で、質的調査とは何かを理解できていない。ジェンダー・障害・経済状況が、子どもが
ケアをする状況をつくると主張しているが、これも複雑な現実を反映していない決定論モデルに陥っ
ている。批判側が矛先を向けるヤングケアラー概念は、研究からというよりメディアの描写に依拠
している。

12 前掲（Morris 1997）。紙幅の関係で本稿では触れることができないが、複雑であるのは、アルドリッ
ジとベッカーたちの議論（1996）は、トイレや入浴介助などプライベートな部分をタッチするといっ
たことを除いて、子どもが家族員の世話をすることは否定的なことばかりではないとし、利他性、
持続的なケアへのコミットメント、親との絆、といったポジティブな評価を忍ばせている点である。
厚労省の報告書（2021）もまた「家族のケアやお手伝いをすること自体は本来素晴らしい行為であ
るが、過度な負担により学業等に支障が生じたり、子どもらしい生活が送れなかったりすることが
課題である点を理解した上で、『ヤングケアラー＝悪いこと』というメッセージとならないよう留意
する必要がある」といったように両義的である。ヤングケアラー概念を批判する障害学のキースと
モリスのほうが、子どもには福祉的役割を担わせないという点で一貫している。

13 Olsen, R and Parker, G. 1997, A response to Aldridge and Becker－“Disability rights and the 
denial of young carers: the dangers of zero-sum arguments”, Critical Social Policy 17: 125-33.

14 厚生労働省、2021『ヤングケアラーの支援に向けた福祉・介護・医療・教育の 連携プロジェクトチー
ム報告』令和3年5月17日、ヤングケアラーの支援に向けた福祉・介護・医療・教育の連携プロジェ
クトチーム  
https://www.mhlw.go.jp/content/000780549.pdf（厚生労働省 2021）
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支援策の推進、社会的認知度の向上が謳われ、そのなかで子どもがいる家庭に関して、子
どもを介護力とすることを前提とせずにケアプランのアセスメントを行うべきことも記さ
れている。この点は評価されるべきであろうが、国の焦点づけは子どもであり、サービス
が足りていない障害者や高齢者を探し出すために対策を取るということではない。順番が
逆である。

⑵　「不十分な親」の名指し
『クリティカル・ソーシャル・ポリシー』誌上でのキースとモリスの障害学からの批判

のなかで本稿が取り上げるもう一つの点は、ヤングケアラー概念によって、親の定義が刷
新されたという主張である。ヤングケアラーの議論においては、大人が通常、家庭内で担
うはずのタスクが具体的に記され、タスクにより親業が規定され、そして「不十分な親」
が名指しされたからである15。

日本ケアラー連盟もまた、子どもたち・若者たちが担っているタスクとして次のような
項目をあげている。

家事：料理や洗濯、掃除など/一般的なケア：投薬管理、着替えや移動の介助など/
情緒面のサポート：見守り、声かけ、励ましなど/身辺ケア：入浴やトイレの介助/
 きょうだいの世話：世話、見守り/その他：金銭の管理、通院の付添い、家計を支える
ための労働、家族のための通訳など
このような項目が実際の調査でどのようにポイント化され、ヤングケアラーの境目がど

こにあるのかは明らかにされていないが、日本でもヤングケアラー概念の台頭により、子
どもがタスクを遂行することが親の能力の低さと関連づけられたことは確かである。

親が自分たちですべてできなければ、親の仕事を適切に遂行できず「子どもがペアレン
ティングしている」とされ、ときには障害者が子どもを持つこと自体が搾取的だという見
方が構成される。ケアラーとされた子どもたちにフォーカスするがゆえに、子どもの幸せ
への親の心配や責任感などと、子どもたちの具体的な世話や家を切り盛りするため通常大
人によってなされる具体的な仕事の遂行とが切り離されにくい。疾病や障害をもつ親の子
どもを愛しケアする能力は、後者に依存するものではないとキースとモリスは力説する16。

タスクで切り取られる「不十分な親」の構築により、ヤングケアラーの概念は子どもの
措置、少なくとも措置をめぐる「不安」と深く関係することになる。

アルドリッジとベッカーも、キースとモリスへの反論のなかで、子どもと親に「過失」
がないのに、福祉専門家がニーズに適切に対応できずに介入によって家族が引き離される
ことについてだけは、自分たちは「障害者の権利」の立場と一致すると記している17。さ
らに、このふたりは、発見されると家族から引き離されるのではないかという「おそれ」
ゆえに、子どもが外部の干渉を拒否することについても早くに指摘していたのである18。

そして、この恐れは子どもたちだけでなく、キースとモリスによると親たちが強く共有
している。経済的状況にゆえにサービスの購入ができなければ、公的支援に頼らざるを得

15 前掲（Keith and Morris 1995）
16 前掲（Keith and Morris 1995）
17 前掲（Aldridge and Becker 1996）
18 前掲（Aldridge and Becker 1993）
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ないが、ソーシャルサービスに依頼すれば、親が子どもを世話できないとみなされ、家族
から子どもが取り除かれる可能性があるからである。特に家庭内での支援にかかわる要望
は、母親の適性がないという観点から解釈される恐れがあるので、自分たちがそういう不
安を持っていること自体を隠し、サービスを使わない。というのもヤングケアラーの啓発
活動ゆえに、特に専門家から「子どもたちがペアレンティングをしているのではないか」
と疑惑のまなざしが注がれるようになったからである。親が支援を要請することが親の能
力の欠如とみなされる恐れは親側に強い19。

つまり、子どもも親も、ケア事実やその必要性を隠そうとするのである。アルドリッジ
は「私たちはいまどこにいるのか？」と題する『クリティカル・ソーシャル・ポリシー』
誌に掲載した論文で、ヤングケアラーの25年間を振り返るなかで、この「おそれ」につ
いて明記している。2015年の国勢データから2千人という数字を示した研究に言及し、ヤ
ングケアラーと家族が要介護・支援の事実を隠すのは杞憂ではなく、現に親の障害・疾病
を理由にしてこれだけの数の子どもたちが保護されているからだとする20。

日本でも虐待のネグレクト事例のなかにヤングケアラーがどれだけいるかを突き止める
研究がなされ、ヤングケアラーの多くは虐待的な状況におかれているといった見方がでて
きている21。「ネグレクトや不登校との境界も曖味であり、保護者の養育能力が低かったり、
十分な養育ができる状況にないこと」などがヤングケアラーの背景にあると指摘されてい
る22。そして、子どもがヤングケアラーと疑われる場合には家族全体の生活実態をアセス
メントし、虐待の可能性まで検討」することが提唱されているのである23。

現行の日本の児童虐待防止対策では、すでに親の障害は「リスク要因」として位置づけ
られている。さらに具体的な子育て相談窓口を利用することで「育児不安」という見方が
強化され、児童虐待の嫌疑が浮上すると判定の一材料として用いられる。そのような状況
で、ヤングケアラー概念の登場により、親業の定義が刷新され、障害や慢性疾病をもつ親
が正式に「不十分な親」とみなされる。親の世話だけではない。祖父母やキョウダイの世
話であれ、とくに経済的困窮世帯では親の就労ゆえに介護ができず、市場からサービスを
購入することもできない。その状況を改善するために子どもが家族員の世話に関わること
で、親のネグレクトとみなされうる解釈枠組みが台頭したのである。ヤングケアラー言説
を突き詰めると大人が施設に入所するか、子どもが親元を離れるかの選択になるという
キースとモリスの指摘は日本においてもあながち誇張というわけでもないだろう24。

19 前掲（Keith and Morris 1995）
20 前掲（Aldridge 2018）
21 安部計彦、2019「ヤングケアラーと子どもへの権利侵害－ネグレクト調査の再分析から」『西南学院

大学人間科学論集』15⑴: 75-117.
22 北山沙和子・石倉健二、2015「ヤングケアラーについての実態調査－過剰な家庭内役割を担う中学生」

『兵庫教育大学学校教育学研究』27: 25-29.
23 森田久美子、2020「ヤングケアラーの視点から考える 子ども虐待にならないための支援 （特集 つま

ずきが虐待にならないために : 精神保健福祉士の強みを活かす）」  
精神保健福祉 = Japanese journal of psychiatric social work : JJPSW : 日本精神保健福祉士協会誌 
51⑷, 328-332, 2020-10

24 前掲（Keith and Morris 1995）
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3 ．依存をめぐる対立構造

キテイは、人間の発達、病気、障害、衰弱による「不可避の依存」とは別に、依存が不
可避な依存者をケアする依存労働に従事することによる派生的な依存を「二次的依存」と
呼ぶ25。

これをヤングケアラー論争に敷衍すると、障害・慢性疾患等による親たちの不可避の依
存と、その親を無償でケアすることで「社会への参加の不平等」を被る二次的依存におか
れた子どもたちという図式において、福祉財源の支出を締めるゆえに、親側と子ども側の
依存が激しく対立させられてしまう構図になっている。

アルドリッジとベッカーの主張をもう一度みてみよう。『ケアをする子ども』26で「子ど
もたちはケアし続けることになるだろう」と予想し、『クリティカル・ソーシャル・ポリシー』
誌上の反論でも、すべての障害をもつ親に常にアセスメントと完全に資源に裏付けられる
サポートが入手可能でない限り、子どもはケアし続けるだろうと強調していたことはみて
きたとおりである。

他方、ヤングケアラー概念を批判するキースとモリスは、「ヤングケアラーの役割への
着目は、親へのサポートが十分であったときにのみ意味があるが、実際はそうでなく、子
どものニーズに焦点があたることで、親の権利とサポートニーズが曖昧になる」27とする。
その他の批判論者も、子どものサービスに集中するゆえに、家族のニーズから資源を奪う、
と警鐘をならす28。

とすればこのような財源配分に起因する依存をめぐる対立状況をいち早く解消するしか
ない。つまり、福祉財源を拡充し、たとえば親の依存には障害者がケアのコントロール権
をもつPA（パーソナル・アシスタント）モデルに基づく有償ダイレクトサービスを増や
していくなどである29。家庭というセッティングを考えると、ヤングケアラーにどのよう
なサポートを付与しようが、家に戻ると自分の介護を要する家族員がいるという状況がま
ず根本的に解消されるべきであろう。在宅での生活が継続できるようサービスを増やさな
ければ、子どもたちの社会的関係への参加、関係性の承認の機会ははく奪されたままであ
る。

そして等しく重要であるのは、経済資源の配分によりサービス提供者には十分な収入保
障を確実にすることである。それでも疾病や障害の性質、ケア行為の範囲の認定のむつか
しさ、ケアをめぐる多文化的理解ゆえに、子どもがサポートしなければならない各家庭の

25 Kittay, Eva Feder, 1999, Love’s Labor: Essays on Women, Equality, and Dependency, （Thinking 
Gender） Routledge.（=2010, 岡野八代・牟田和恵（訳）『愛の労働あるいは依存とケアの正義論』白
澤社）

26 前掲（Aldridge and Becker 1993）
27 前掲（Keith and Morris 1995）
28 Newman, Tony, 2002 ’Young Carers’ and Disabled Parents: Time for a change of direction?, 

Disability & Society, 17⑹: 613-625. 付言すると、大人と子どもの対立だけでなく、この対立は、脆
弱な子ども・若者たちのカテゴリー間でも起こりうることである。アルドリッジは2018年の論文で、
ヤングケアラーの調査で民間団体が根拠の薄い大きな推計を出してくるのは、予算が削減されてき
たなかで、脆弱な子どもや若者たちのカテゴリー間での争奪戦になっているからだと指摘する。

29 Porter, Tom, Tom Shakespeare and Andrea St€ockl, 2020, Performance management: a qualitative 
study of relational boundaries in personal assistance, Sociology of Health & Illness, 42⑴: 191–206. 
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固有の状況が残余的に生起するとすれば、ニーズにあわせて子どもに必要なサポート体制
を組む。これに尽きるのではないか。
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第4章　�子ども・若年女性の「支援」と「リスク」�
－婦人保護事業の「抜本的見直し」をめぐる一考察

堅田　香緒里

1．はじめに

新型コロナウイルスCOVID-19とその感染リスクをめぐっては、「夜の街」ないし「接
待飲食業」で働く人々が「感染ハイリスク層」として繰り返し名指しされてきた。たとえ
ば、2020年3月30日に実施された東京都の緊急記者会見の場で、小池百合子都知事が「感
染経路が不明な症例のうち夜間から早朝にかけて営業しているバー、そしてナイトクラブ、
酒場など接客を伴います飲食業の場で感染したと疑われる事例が多発している」と発言し、
そうした発言を裏付けるものとして厚生労働省クラスター対策班の西浦博氏もまた、「特
定業種に関連することが疑われる事例」として「夜の街」を名指しし、「夜間から早朝に
かけての接伴飲食業の場での感染者が東京都で多発している」と発言する等、感染対策に
責任のある立場の人物からもそうした言説は繰り返されてきた。いうまでもなく、こうし
た文脈における感染拡大の「リスク」とは、公衆衛生ないし社会にとってのリスクであり、
感染や感染対策により個々の人間の生活が不安定化するリスクを問題にしたものではな
い。

また、ここで重要なのは、小池氏や西浦氏の発言の背景にあるとされる「データ」は非
常に断片的かつ恣意的なものにとどまっていたということである。そうした不確定な「デー
タ」をもとに特定の業種を「感染ハイリスク層」として名指しする行為は、むしろ、元々
ある「夜の街」で働く人びとへの偏見や社会的差別を助長しかねないものである。実際、
このような、特定の業種で働く人びとに対する偏見に基づく差別的言動は、単なる「言説
上の差別」にとどまらず、「制度上の差別」を水路付けてもきた。ウイルスの感染拡大お
よび感染対策の名の下に実施される「自粛要請」が特定の業種や地域を重点的な対象とし
てきた一方で、「新型コロナウイルス感染症による小学校休業等対応支援金」の対象者から、
接待飲食業および性産業で働く人びとが除外されていたことは、そうした「制度上の差別」
の一例である。

感染対策のために「自粛要請」を行うというのであれば、それにより不安定化し得る個々
の人間の生活保障を、普遍的かつ無条件に、そして迅速に行う必要があったはずである。
しかし実際には、自粛要請においても、補償策においても、「夜の街」で働く人びとに対
する社会的差別を上書きし、より強化するような方向性が志向されてきた。本稿では、こ
うした動きの背景にもともとあった「夜の街」とりわけ性産業で働く人びとに対する偏見
や差別の根源の一つとして、婦人保護事業およびその根拠法である売春防止法を取り上げ
る。婦人保護事業は、単身女性を対象とする唯一の社会福祉事業であり、世帯単位を基礎
とする既存の生活保障のしくみから周辺化されてきた性産業に従事する女性たちをその主
要な対象として戦後まもなく制度化されたものである。そして、実は現在、同事業の「抜
本的見直し」が戦後初めて具体化しつつあるのだが、その背景には、子ども・若年女性の

「人権」擁護の観点から、子ども・若年女性をめぐる様々な「リスク」に言及する言説の
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存在がある。
以下ではまず、婦人保護事業の内容およびその根拠法である売春防止法について概観し

（第2節）、続いて婦人保護事業の対象の変遷について振り返る（第3節）。そのうえで今回
の「抜本的見直し」を象徴する「困難な問題を抱える女性への支援のあり方に関する検討
会（2018年、厚労省設置）」が発表した「中間まとめ」の中身を概観し（第4節）、最後に
これら一連の政策的動向の含意について考察する（第5節）。

2 ．売春防止法と婦人保護事業の系譜

婦人保護事業は、その法的根拠を売春防止法（以下、売防法）にもつ。第一章「総則」、
第二章「刑事処分」、第三章「補導処分」、第四章「保護更生」から構成される同法は、特
定領域を対象とする特別刑法であるため、主たる所轄は法務省だ。婦人保護事業は、この
うち第四章「保護更生」に定められている婦人相談所1、婦人相談員2、婦人保護施設3を含む
総称であり、この部分のみが厚生省（現厚生労働省）の所轄とされた。

売防法は、戦後の混乱のなか、一方で公娼制度の廃止により街頭に無法にあふれる売春
を取り締るため、他方で戦前から続く廃娼運動の積み重ねの結果として、1956年に制定
された。この法は、「売春が人としての尊厳を害し、性道徳に反し、社会の善良の風俗を
乱すものである」との前提の下、「売春を助長する行為等を処罰する」こと、および「性
行又は環境に照らして売春を行うおそれのある女子に対する補導処分及び保護更生の措置
を講ずる」ことをとおして、「売春の防止を図ること」を目的としている（同法第一条）。
なお、ここにいう「売春」とは、「対償を受け、又は受ける約束で、不特定の相手方と性
交すること」を指している（同法第二条）。

さて同法は、買売春の禁止を謳う法律でありながら、買売春行為そのものは処罰の対象
としておらず、したがって買春／売春した者に対する処分も定められていない。処分規定
があるのは「売春助長行為」に限られ、公共または公衆の場において売春の勧誘を行った
者（同法第五条）と、売春を助長した性産業者（同法第七条～十六条）のみが処罰され
る4。「売春」そのものではなく「売春助長行為」を処罰することで売春を「防止」しよう
としたのがこの売防法なのである。ここで勧誘罪（同法第五条）に違反した者は性別にか
かわりなく「刑事処分」の対象となり得るが、「補導処分」（第三章）に付すことができる
のは、執行猶予付きの有罪になった者のうち満20歳以上の女性のみとされている。同様に、

「保護更生」（第四章）の対象も「性行又は環境に照して売春を行うおそれのある女子（以
下、「要保護女子」）」と定められており、やはり女性のみである。同法第三条では、「何人

1 婦人相談所は、同事業の中枢機関であり、女性を対象とする唯一の社会福祉相談機関でもある。都
道府県に設置義務が在り、2020年現在、全国で49カ所設置されており、このうち47カ所には一時保
護所が併設されている。

2 婦人相談員は、都道府県では義務設置、市区町村では任意設置となっており、2018年4月現在、都
道府県では482人、市では1018人、計1500人が委嘱されている。

3 婦人保護施設は、2020年現在、全国39都道府県に47カ所設置されている。
4 ちなみに、2020年現在の売春防止法違反での検挙件数は、年間443件で、このうち「勧誘等」が227

件と最多、続いて「周旋等」が113件、以下「売春をさせる契約」が61件、「場所提供等」が34件、「売
春をさせる業」が2件、「その他」6件と続いている（警察庁生活安全局保安課「令和元年度におけ
る風俗営業等の現状と風俗関係事犯の取締り状況等について」2020年）。
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も」売買春を行うことを禁じていながら、このように「補導処分」と「保護更生」の対象
は女性に限られており、ここに、女性にのみ性道徳を押し付けるような性差別的な同法の
性格が表れているといえよう。

このように法はその当初から性差別的な性格を持ち、女性に対する「刑事処分」と「補
導処分」、「保護更生」を規定するものであって、女性の「福祉」を第一の目的とするもの
ではなかった。他方で、「保護更生」を担う部分すなわち婦人保護事業は、刑事的処分と
は区別される「福祉的措置」とみなされ、その時々の現実に要請されながら実践されてき
た。実際、同事業の対象である「要保護女子」は、法の制定当初から「刑罰の対象」とい
うよりはむしろ「救済の対象」であり、その「更生を援助し、自立のために必要な援護」
を行う対象と位置付けられていた5。

このため、同事業は奇妙な二重構造－「取締」と「保護」－を内包せざるを得なかった
といえよう。売防法を根拠としていることで、リスク・社会防衛の視点から「取締まる」
という側面と、個人の保護の視点から女性を「保護する」という側面とが共存しているの
だ。ただし、法の機能としては、「保護」はあくまでも「要保護女子」の「更生」と売春
への「転落防止」を目的になされるに過ぎず、総じて、国家による女性の（とりわけ性の）
管理を正当化し得る、社会防衛的かつ性差別的構造になっているといえよう。ともあれ、
こうして、「福祉事業でありながら刑法の中に位置づけられるという、他の福祉事業とは
一線を画す婦人保護事業」（須藤 2011:11）が生まれたのである。

3 ．婦人保護事業の対象の変遷

先述したとおり、婦人保護事業の対象は、「性行又は環境に照らして売春を行うおそれ
のある女子（＝要保護女子）である。しかし現実には、「売春を行うおそれ

0 0 0

のある女子」
の「おそれ」の範疇を弾力的に解釈することで、ホームレス状態ないし生活困窮状態にあ
る女性や複合的な困難を抱えている女性等も含め、いわば「制度の狭間」にあるような様々
な女性たちを受け入れてきており、その意味で婦人保護施設は事実上、女性の「かけこみ
寺」として機能してきた6といえよう。そうした現実や、その時々の社会的状況、支配的
な言説等を反映し、「おそれ」の範疇は、政策的にも繰り返し定義／再定義されてきた。
その系譜を簡単に振り返っておこう。

法が制定された当初は、婦人保護施設利用者の多くが「現に、売春を行っている女子」だっ
た。しかし、時を経るごとにそういった「本来ケース」とは異なる、売春とは無関係の女
性「一般」からの相談・利用が増え、それに伴い婦人保護施設への入所者に占める「本来
ケース」の割合は次第に低下していくことになる。こうした現実を追認する形で、厚生省
は、これまで何度かにわたり「要保護女子」の解釈を変更する通知等を出してきたが、そ
れは－「本来ケース（売春ケース）」と、それ以外の「一般ケース」との分断を伴いなが
らも－基本的には対象の「拡大」という方向性のものであったといえる。1999年の通知
では、「要保護女子の範囲」という言葉が「婦人保護事業における対象者の範囲」に改め

5 厚生省事務次官通知「売春防止法第三章保護更生関係施行に関する件（1957年4月）」（売春対策審
議会 1957）

6 大阪の婦人保護事業を守る会（1993）。
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られ7、「売春を行なうおそれのある者に限らず、家庭関係の破綻、生活の困窮等正常な社
会生活を営むうえで困難な問題を有しており、かつその問題を解決すべき機関が他にない
ために、現に保護、援助を必要とする状態にあると認められる者」と規定された。これに
より、同事業の対象に、売春を行うおそれのない

4 4

者も明確に含まれるようになった。
こうした婦人保護事業の対象拡大路線を一変させたのは、DV防止法成立後の2002年の

通達である。これにより、DV被害者が公式に同事業の対象者として規定されると、以降、
DV被害の相談件数の増加と共に、同事業の支援の中心もDV被害者支援に移行していく
ことになる8。これは、婦人保護事業にとって最大の転換点であったと言ってよいだろう。
これ以降、同事業の対象をめぐる状況は、かつての「本来（売春）ケース」と、それ以外
の「一般ケース」という二分化から、「DV被害者」と、それ以外の「一般ケース」とい
う新たな二分化へと移行する。そしてそれは、「DV被害者」の優先と、その他の「一般ケー
ス」の周辺化、および「本来（売春）ケース」のさらなる周辺化を伴うものであった9。

このような、いわば「DV被害者」ケースの主流化により、婦人相談員の増加等、拡充
された部分もたしかにあり、こうした変化を積極的に評価する向きもある（佐藤2010等）。
これに対し林千代は、同事業の予算状況を分析し、特にDV防止法が成立した2001年以降、
従来の「婦人保護事業強化対策費」が姿を消し、さらに2003年以降はDVに関する予算が
その中心となっていることから、同事業がDV支援偏重となっていること、そしてそれに
伴い同事業の本来の目的である「売買春問題へのアプローチ」が希薄化し、政策的にも放
置されつつあることを指摘し、同事業が「なし崩し」的に変容させられつつあることに危
惧を示している（林2008）。

ともあれ、このように、婦人保護事業は、その制度的課題が絶えず指摘されながらも、
通知レベルによる「対象変更」という政策的対応によって存続が図られ、その大幅な見直
しは先送りされてきた。そしてその過程で、同事業は、「売春をするおそれのある者」の「保
護」から、DVを中心とする「性暴力被害者」の「支援」へとその内実を大きく変容させ
ていったのである。ところが先述したように、近年、にわかにその「抜本的見直し」が本
格的に議論され、その実現に向けた動きが活発化している。次節では、そうした動向につ
いて詳しくみていきたい。

4 ．婦人保護事業の「抜本的見直し」に向けた「検討会」と「中間まとめ」

2018年7月、厚生労働省は、婦人保護事業を抜本的に見直し、「今後の困難な問題を抱
える女性への支援のあり方について検討する」ために、「困難な問題を抱える女性への支
援のあり方に関する検討会（以下、「検討会」）」を設置した。以下ではまず、同「検討会」
が2019年10月に発表した「中間まとめ」の内容について概観してみよう。「中間まとめ」
は四章構成となっており、まず一章「婦人保護事業の現状と課題」では、とりわけ事業開

7 これ以降、通知等の行政文書で「要保護女子」という用語は公式に用いられなくなったものの、売
防法の「要保護女子」という法的規定は維持されたままである。

8 なお、DV被害者に対応する独自制度を創設するのではなく、婦人保護事業を「転用」するという政
策的対応を、戒能民江は「省エネ立法」と呼んでいる（戒能・堀2020）。

9 その後、2004年、2013年の通知により、それぞれ「人身取引被害者」および「ストーカー被害者」
が新たな対象として追加されるも、「DV被害者」中心の支援実態に大きな変化はない。
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始当初は想定されなかった「性暴力・性被害に遭った10代の女性」や「AV出演強要、
JKビジネス問題」といった、子ども・若年女性をとりまく新たな性暴力・性被害のリス
クおよびそれへの対応の必要性が強調され、「法律が実態にそぐわなくなってきている」
ことに言及される。そして二章「婦人保護事業の運用面における見直し」では、このよう
な「現代的課題」に即した10項目の具体的な運用改善方針が示される10。そこでは、性暴力・
性被害にあった「若年女性」や多様な困難に直面する女性の「同伴児童」の「支援へのつ
ながりにくさ」、「利用のしにくさ」を解消し、子ども・若年女性が同事業をより利用しや
すくなるような「改善方針」が提示される11。

三章「婦人保護事業の見直しに関する新たな制度の基本的な考え方」では、複雑・多様
化した支援ニーズを踏まえ、「女性を対象とした包括的な支援制度」が必要であるとされ、
そのためには売防法4章＝婦人保護事業を廃止し、「新たな枠組み」を構築していく必要
があるとされる。それはまた、「人権の擁護」と「男女平等」の実現を図るものでもある
という。また、この「新たな枠組み」の下では、「要保護女子」ではなく、「若年女性への
対応、性被害からの回復支援、自立後を見据えた支援など、多様化する困難な問題を抱え
る女性」を対象とした、「相談から保護・自立支援までの専門的な支援」の包括的提供が
必要であり、そのためには、行政・民間団体を通した多機関における連携・協働を通じた

「早期かつ、切れ目のない支援」を目指す必要がある、としている。さらに、未成年の若
年女性や同伴児童についても適切な支援が受けられるよう、支援の対象としての位置付け
を明確化する必要性に言及される。そのうえで、続く四章「今後の対応について」では、
現場のニーズに沿った支援制度の早期実現のために、関係者への意見聴取の要望が述べら
れている。

なお、「中間まとめ」とは別に、「検討会」での議論をふまえ、この新たな「支援」の方
向性を具体的に指示する通知が提出されている－「婦人保護事業の運用面における見直し
方針について」（2019年6月、厚生労働省子ども家庭局発出）。例えば、若年女性の相談・
支援を行う民間支援団体と婦人相談所の情報共有等を通して広域的連携を進めること、若
年層のコミュニケーション手段の中心となっているSNSを活用した相談支援体制を充実
させること、婦人相談所に児童相談所等の関係機関と連携するコーディネーターを配置す
る等、児童相談所との連携を強化し、DV被害者に同伴する子どもの支援の充実を図るこ
と、そしてDV対応を行う機関と児童虐待への対応を行う機関のそれぞれの情報を包括的
にアセスメントするリスク判断の手法や、各機関の連携方法等についてガイドラインを策
定すること、等である。

10 具体的には、①他法他施策優先の取扱いの見直し、②一時保護委託の対象拡大と積極的活用、③婦
人保護施設の周知・理解、利用促進、④携帯電話等の通信機器の使用制限等の見直し、⑤広域的な
連携・民間支援団体との連携強化、⑥SNSを活用した相談体制の充実、⑦一時保護解除後のフォロー
アップ体制等の拡充、⑧児童相談所との連携強化等、⑨婦人保護事業実施要領の見直し、⑩母子生
活支援施設の活用促進である。

11 なお、ここで示された改善方針を受け、2020年７月には、他法他施策優先の見直しや一時保護委託
の対象拡大と積極的活用、母子生活支援施設の活用促進等の見直しに関する通知が発出されている。
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5 ．婦人保護事業の「抜本的見直し」の政策的含意

以上から理解できる今回の「抜本的見直し」の特徴はおよそ以下の三つに整理できる。
第一の、そして最大の特徴は、これまで成人の単身女性を主要な対象としてきた婦人保護
事業に、「子ども」および「（とりわけ未成年の）若年女性」を同事業（ないし「新たな枠
組み」における支援制度）の対象として積極的に位置づけようとしている点に求めること
ができる。その際に用いられたのが、とりわけ「（未成年の）若年女性」の性暴力－AV
出演強要やJKビジネス、10代女性の性暴力被害等－をめぐるリスク言説であった。そし
て、事業開始当初は想定されていなかったこれらのリスクの回避を目的に、新たな支援枠
組みが要請されていったのである。つまり、事業制定当初に想定されていたリスクは「街
頭に無法にあふれる売春」が「社会の善良の風俗を乱す」ことであり、社会防衛の視点か
ら同事業が正当化されていたのに対し、今般の「見直し」において、リスクは子ども・若
年女性をめぐる性被害・性暴力に置き換えられ、後述するように「人権保障」の観点から

「新たな枠組み」が正当化されるようになったのである。
なお、このことは、「検討会」委員の構成にも象徴されている。実は、国が同事業に関

する検討会を立ち上げたのは、今回の「検討会」で二回目である。最初の検討会は、2012
年「婦人保護事業等の課題に関する検討会」として設置されたが、この時の構成委員は、
婦人保護事業三機関、（DV被害者のための）民間シェルター・母子生活支援施設・母子
寡婦福祉団体代表、自治体、研究者であった。これに対し、今回の「検討会」では、婦人
保護事業三機関、民間シェルター・母子生活支援施設代表、自治体、医師、弁護士、研究
者の他に、四つの若年女性支援団体代表が構成委員に加えられている――具体的には、
NPO法人BONDプロジェクト、一般社団法人Colabo、アフターケア相談所ゆずりは、一
般社団法人若草プロジェクトであり、いずれも都内を拠点に、多様な若年女性支援活動を
続けてきた民間支援団体である（戒能・堀2020）。

このような「検討会」への民間支援団体の積極的召集はまた、婦人保護事業に代わる「新
たな枠組み」が、民間団体との連携・協働を前提としたものとして構想されていることを
表すものでもある。この民間団体との連携・協働こそが、今回の「抜本的見直し」の第二
の特徴である。「中間まとめ」では、「若年女性への対応、性被害からの回復支援、自立後
を見据えた支援」が求められていること、そしてそのような支援のためには、従来の画一
的・管理的な入所措置のあり様を見直すと同時に、民間団体が既に先行して実施している
通所やアウトリーチといった新たな手法が重要であることが論じられ、民間団体との連携
が推奨されている。ここで注意すべきは、これらの新たな支援が実質的な「措置」の「見
直し」の延長で論じられている点である。これは、民間活力の積極的な活用を志向する「自
立支援」型のネオリベラルな福祉再編12ともよく符号する動きであるといえよう。

そして「抜本的見直し」の第三の特徴は、「人権保障」の観点から「新たな枠組み」が
提起されていることである。「検討会」のワーキンググループでは、「新たな枠組み」にお
ける「支援」の「対象となる女性（対象範囲）」について、「DV、性暴力、性虐待、心身
の健康回復や社会における自立・生活再建に支障をきたしており、人権保障の観点から支

12 「自立支援」型のネオリベラルな福祉再編について、詳しくは堅田（2017）参照。
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援を必要とする女性」と定めている。ここで注意すべきは「人権保障」の観点から正当化
される支援の対象に、婦人保護事業の「本来ケース」である「売春を行うおそれのある女
子」が含まれていないことである。このことは、「抜本的見直し」が、売防法そのものの
廃止については明言を避け、婦人保護事業部分のみの廃止および「新たな枠組み」の構築
を志向していることと符合する。端的に言って、ここで謳われているのは、条件付きの「人
権保障」に過ぎないのである。
「抜本的見直し」により、確かに女性の「保護更生」は廃止され、「自立支援」へと入れ

変わり、婦人保護事業は売防法の軛から解き放たれるだろう。しかし、売防法そのものの
廃止ではなく、婦人保護事業部分のみをここから独立させるというアプローチは、売防法
それ自体がもつ性差別やセックスワーカー差別を根源的に問い直すことができないばかり
か、「本来ケース」の問題をますます制度的に置き去りにしてしまいかねない13。そして、「抜
本的改正」を水路付けた「子ども」や「若年女性」の性被害をめぐるリスク言説は、こう
した差別を助長しかねないばかりか、条件付きの「人権保障」の普遍化にも貢献しかねな
い。もし私たちがあらゆる差別に抗するという意味で「抜本的」な見直しを望むのであれ
ば、むしろ必要なのは「本来ケース」の視点から同事業を再考すること、あるいはセック
スワーカー差別を根源的に問い直すこと、ではないだろうか。

※なお、本稿は一部、堅田（2021）と重複していることをお断りしておく。
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山口　毅

1．新型コロナ禍と教育格差

新型コロナウイルス禍においては、休校をはじめとした公教育制度の動揺が生じ、子ど
もの学習に対する悪影響が危惧された。

例として休校が話題となった時期の朝日新聞の社説を見てみると、教育格差（子どもの
家庭の階層による学力や学歴の格差）の問題が頻繁に取り上げられている。オンライン環
境の違いだけではなく、経済状態の格差（2020年4月3日、5月13日）への言及もあり、
それは教育の機会均等という理念にも結びつけられている（5月13日）。学びが止まるこ
とのみならず、家庭の階層に由来する学力の格差が危惧されているのである。他方で同時
期の読売新聞の社説を見てみると、学習の遅れへの危惧は見られるものの、教育格差への
直接の言及はあまりない。教育格差がどれだけ重視されるかは、媒体によって異なるよう
である。

以上の傾向を踏まえてこの問題に関する「良き身振り」を考えるならば、次のようなも
のとなるだろうか。公教育制度がその体制を緩めたとき、子どもの学力を案じることは当
然である。そればかりでなく、その状況が教育格差を拡大することに警鐘を鳴らし、打開
策を考えねばならない。

ところでこのような良心的知識人の振る舞いに、欠陥はないだろうか。本稿は、こうし
た「良き身振り」に伴う問題を批判的に検討する。最初に把握しておきたいことは、この
ような言説はまずもって（マスメディアの構成員を含めた）知的エリートが産出するもの
だということである。子どもの未来を、とりわけ社会階層の低い家庭の子どもの未来を、
おもんぱかってこのようなことがいわれる。他方で当事者は、その言説に同調することも
しないこともあるだろう。それでは、この言説の時代的な文脈は何だろうか。続いて検討
しよう。

2 ．教育格差言説の浮上－教育格差言説とリスク社会論の邂逅

教育格差は、学問上は古くからある研究対象である。社会移動研究や教育社会学におい
て探究されてきた。生まれ落ちた家庭の影響下で、出身階層の低い子どもが学力を獲得せ
ず学歴を得られず、それによって職業的地位や所得の分配を相対的に得られなくなること
は、経験的研究によって実証され、政策的介入の対象ともされてきた。

けれどもこのような学術的言説（＝教育格差の存在を問題化する「教育格差言説」）は、
「一億総中流」というような認識が一般化した高度経済成長後の日本社会では、広く人口
に膾炙することはなかった。一定の豊かさが達成されたかに見えた社会の中で、格差・貧
困は喫緊の社会的イシューとはみなされなかったのである。

教育格差言説が学問領域を超えて広く流布したきっかけは、1990年代末以降の格差社
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会論ブームである1。同時期から、「ゆとり教育」路線の悪影響として学力低下も危惧され
るようになった2。ゆとり教育路線は、新自由主義下の公教育スリム化の事例として位置づ
けられた。公教育がその体制を緩めたときに、知的エリートが学力低下や教育格差を憂慮
する身振りの先行形態が、ここにある。

それでは教育格差言説は、本報告書のテーマのひとつであるリスク社会論とはどのよう
な関係を取り結んだだろうか。リスク社会論の主題を一般読者向けに紹介した山田昌弘の
著作を見てみよう。

格差社会論ブームの一翼を担い話題を集めた著作『希望格差社会』で山田は、経済的利
益や社会的効率を無視する教育学者・教育関係者を批判し、教育は職業的地位達成のツー
ルだとする社会学的な見解に立脚して矢野眞和や苅谷剛彦などの教育社会学者と歩調をそ
ろえる。そして近代学校教育は職業の自由選択により発生するリスクの低減装置だったと
述べる3。

職業と教育との関係性について、さらに次のようなことがいわれる。今日のリスク社会
においては、教育システムがリスク化した。教育システムから中途で漏れ落ちる（そして
非正規雇用に従事する）リスクが広がっている。「今は、学校に入ることが職を保証しな
いがゆえに、かえって、親の影響力が強まる」4というように、職業への移行を左右する教
育格差の拡大についても警鐘が鳴らされている。

リスク社会論と教育格差言説のこのような邂逅は、教育格差言説に次のような変奏を加
える。従来の教育格差言説は、まずもって地位の上下を問題とするものであり、「まとも
に生きていける」最低限の生活を人々に保障する生存保障の課題とは正面から関わらない。
しかしリスク社会論は、教育格差をセーフティネットからの脱落や将来の「まともな生」
が保障されないリスクとあからさまに関連づける。出身階層が低いほど教育の選抜・配分
機能を介して非正規雇用へとたどり着きやすいが、非正規雇用は概してまともに暮らすの
に十分な収入を得られない。山田の書名に倣っていうなら、生きるために必要な希望が与
えられないリスクが階層別に異なって存在するというわけである5。

ここに至って、教育格差言説はリスク社会論の一部になってもいる。リスクへの知覚が
広がる今日、教育格差言説は「知的エリートが社会階層の低い子どもの学力に関するリス
クを憂慮する」言説でもある。この言説は、公教育がその体制をゆるめたときにはとくに
重要なトピックとして浮上する傾向がある。冒頭に示したように、こうした言説が浸透し
ていない“遅れた”領域も存在する。そうであるがゆえに、現況ではこの言説を唱えるこ
とが、知識人の「良き身振り」として受け止められるのである。

以上のような経緯を踏まえて本稿は、次のような疑問を提起したい。職業への移行に関
する教育のリスク化（＝既存の学校教育制度がまともな生を保障しないリスク）が意識さ

1 橘木俊詔『日本の経済格差－所得と資産から考える』岩波書店、1998年、佐藤俊樹『不平等社会日
本－さよなら総中流』中央公論新社、2000年。

2 苅谷剛彦『階層化日本と教育危機－不平等再生産から意欲格差社会へ』有信堂高文社、2001年、苅
谷剛彦ら『調査報告「学力低下」の実態』岩波書店、2002年。

3 山田昌弘『希望格差社会－「負け組」の絶望感が日本を引き裂く』筑摩書房、2004年、159-161頁。
4 同上、175頁。
5 とはいえ、ある人々が相対的に生きづらい状態に置かれていることと、希望がないこととは別の事

柄ともいえる。人類の今後を考えると恵まれた人々の生き方こそ、希望がないとも考えられるから
である。
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れたときに、学力低下や教育格差を懸念する言説が、聞くに値するものとして一般に流通
していったのではないかという問いかけである。「学力をつけないと死ぬぞ（もしくはま
ともに暮らせないぞ）」という恫喝が、教育格差言説を普及させた原動力だったのではな
いかということだ。

それでは、このような言説は健全な
0 0 0

ものなのだろうか。それを考察するためにまずは、
知的エリートが教育格差言説を流布させることが、他の人々のリスク計算とどのように関
係しているのかを考えてみよう。

相対的に社会階層の高い家庭は、子どもの学力を気にかける点で知的エリートと同じ側
にいる。とはいえ個々の家庭の戦略は、社会全体の利益を考える（少なくともそのように
述べる傾向のある）知的エリートとは異なった位相にある。個々の家庭で目的とされるの
は社会階層の再生産であり、自分の子どものリスクこそが危惧されているからだ。そして
家庭の様態に依存して（たとえば子どもの勉強を監督できる専業主婦がいるか、塾を利用
できるかどうかなど）、コロナ禍における休校等をリスクとみなすかどうかは異なり得る
だろう。しかしながら、大半の家庭が子どもの学力を低下させるリスクそれ自体に鋭敏で
ある点は共通しているだろう。

相対的に社会階層の低い家庭では、事情は異なる。そこには子どもの学力のリスクを危
惧する人々もいる一方で、学力向上を求める教育格差言説には乗らずに、リスク計算を拒
否する人々もいる。いいかえれば社会階層の低い家庭は、教育格差言説によって分断され
るのである。このように考えると教育格差言説は、人々の中から知的エリートや中上層の
文化に近い者たち／近づこうとする者たちのみを掬い上げるという分断のプロジェクトを
担っている。

とはいえ、分断されるのは社会階層が低い場合に限られない。リスクへの備えとして学
力向上を目指す人たちは、結果としての不平等によって分断される。中間層の解体と全般
的な貧困化によって、学力・学歴を獲得した後の仕事や所得というパイ自体が縮小してい
るからである。

このように見ると、教育格差言説は人々を救済するように見せかけつつ、その救済は万
人に届くものではなく、結果として人々を分断する代償を伴っている。その意味で、決し
て無垢な言説ではない。以上を確認した上で、続いてはリスク社会論の提出する救済策を
検討してみよう。

3 ．リスク社会論におけるリスクへの対処策

リスク社会論の先駆けであるベックの『危険社会』は、リスク社会においてはリスクが
個人化され、個人的運命として人間に負わされることを強調する。リスクは集団の共有す
る運命とはみなされなくなるのである。「貧困は階級的で、スモッグは民主的」6という有
名な言葉に示されるように、リスクはその分配の階層的不平等を伴いながらも（スモッグ
がそうであるごとく）万人に関わるため、集団的な敵対関係を形成しにくい。

6 ウルリヒ・ベック『危険社会－新しい近代への道』東廉・伊藤美登里訳、法政大学出版局、1998年、
51頁。
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集団的な敵対関係を形成しにくいという点では、教育格差言説も同様である。もちろん
教育格差言説には、社会階層の低い家庭の学習環境が整わないことに由来する、リスク分
配の階層的不平等への鋭敏な知覚も伴っている。だが「下に手厚い教育」による学力向上
という典型的な対策は、子ども個人の学習を通した対処に問題を委ねることに他ならず、
富裕層の財を奪って下層に分配するといった集団間抗争への指向を欠いている。つまり、
集団的な敵対性は形成されていない。もしもこの文脈で敵対性を明確化するならば、たと
えば家庭教育に介入して富裕層の学力を落とすという路線も考えられるが、そのような議
論が提起されることはない。

興味深いのは、リスク社会論の論者自身が推奨するリスクへの対処策もまた、個人化さ
れたものだということである。ベックは、個人化した社会において個々人は、「自分自身
その行為の中心として、設計事務所としてとらえることを学ばなくてはならない」7という。

「教育機会の不足という問題は、あらゆる者に該当する問題である」が、「求められている
のは、自我をその中心にもち、自我に行為の機会をあたえ」るような積極的な日常行為モ
デルである8。

ベックと同じくリスク社会論をけん引したギデンズの主張を見てみると、その思想的偏
りは一層、明らかである。ギデンズは近代のリスク社会における自己のあり方を論じ、自
らの行為と行為に関する情報・知識とを相互にとらえ返しながら、自己形成が進行すると
考える。そうした営みは「自己のリフレクシヴ（再帰的）なプロジェクト」と呼ばれるが、
ギデンズは、このプロジェクトを実現し、「自己決定できる能力」を身につけることを、
この社会の規範的要請として擁護している9。自己決定能力は、経済的な「自立」とも結び
つけられる。重要なのは教育と職業訓練の機会付与であるとされ、下層・貧困層に対する

「結果の再分配」は否定される10。こうした考え方は、ワークフェア政策（就労を福祉給付
の条件とするプログラム）のイデオロギー的バックボーンになったのである。

事情は日本でも同様である。日本におけるリスク社会論の受容に大きな役割を果たした
山田もまた、能力開発や努力への報酬を可能とする公共的支援を提唱し、リスクの個人化
を前提とした対策を唱えている11。

4 ．「低学力」と逸脱

これまで、教育格差言説がリスク社会論と歩調をそろえて流通したこと、そしてリスク
社会論においてはリスクに対する個人化された対策（たとえば個々人の学力獲得）が強調
されていたことを見た。それらを踏まえて本節ではさらに、教育格差言説の要となる「学
力」概念に関連して考慮すべき論点を取り上げたい。身につけるべきとされる学力の中身
とは何か、という問題である。

7 同上、267頁。
8 同上、287-8頁および268頁。
9 アンソニー・ギデンズ『親密性の変容－近代社会におけるセクシュアリティ、愛情、エロティシズム』

松尾精文・松川昭子訳、而立書房、1995年、273頁。
10 アンソニー・ギデンズ『第三の道－効率と公正の新たな同盟』佐和隆光訳、日本経済新聞社、1999年。
11 前掲書、241頁。なお敵対性を重視したリスク社会論の受容の仕方の一例として、渋谷望『魂の労働

－ネオリベラリズムの権力論』（青土社、2003年）を参照。
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考えてみれば学力の定義や基準は、決して自明ではない。記憶に新しいものとしては大
学入学共通テストへの記述式問題導入をめぐる議論に見られたように、学力をどのように
測定するのかは争われ、変更され得る。1989年の学習指導要領改訂に伴う「新学力観」
によって、関心・意欲・態度といった知的側面以外を含んだものとして公定の学力定義は
拡張されており、それは現在の「確かな学力」に至るまで続いている12。学力の中身は多
様なのである。

この状況は、学力とされるものが偶有的（違ったようにもあり得ること）だという認知
を広めることに帰結する。例を挙げて考えてみよう。学卒予定者が就職活動に失敗してし
まったときには、教育課程で獲得すべき学力が足りなかったからであるとみなされるかも
しれない。ただし学力として具体的に何が不足なのかは、様々な解釈に開かれるだろう。
知的能力としての学力（およびそれを示す学校歴）なのだろうか。それとも意欲・態度の
ようなものを含んだ「ポスト近代型能力」13 なのだろうか。就活に失敗した人は、様々な
解釈を思い浮かべて懊悩するかもしれない。

このような状況は、学力とみなされるものも基準の設定次第でどのようにでも変わって
しまうという知覚をもたらすだろう。中村高康はそうした事情を「メリトクラシーの再帰
性」として定式化する。すなわち、メリトクラシー（能力主義）は「反省的に常に問い直
され、批判される性質をはじめから持っている」が、能力の指標が問い直される傾向は近
年ますます強まっているというのである14。

この問題を意識するならば、「学力が欠如した人たちに対してどう働きかけるか」とい
う問いを脇に置くことが必要である。というのも、ある人に学力が欠けているとみなせる
かどうかは、基準の設定次第でいかようにも変化してしまうからである。問うべきはむし
ろ、基準を設定する人々の側の事情である。それを考える際に、「逸脱の社会学」の領域
で提起された議論は参考になると思うので、以下に紹介しよう。

規範に反する現象のことを「逸脱」と呼ぶ。生徒指導上の逸脱行動もむろん逸脱の一種
だが、逸脱概念の範囲はそれよりも広い。たとえば「低学力」も、「学力をつけるべき」
という規範に反するから逸脱である15。子どもが学力をつけない問題は、逸脱問題でもあ
る。

逸脱の社会学における議論とは、「逸脱の死」（逸脱概念がその歴史的役割を終えたとい
う主張）に関するものである。「逸脱の死」を唱えたサムナーに依拠してその論旨を追っ
てみよう16。

サムナーは、逸脱概念には社会体制を正当化するイデオロギー的役割があったと述べる。
規範に反する人たちを突き止め（逸脱者とみなし）、規範に従うように導き変化させてい
くことは、社会を安定させてその体制を正当化することにつながる。こうした社会統制の

12 本田由紀『教育は何を評価してきたのか』岩波書店、2020年。
13 本田由紀『多元化する「能力」と日本社会－ハイパー・メリトクラシー化のなかで』NTT出版、

2005年。
14 中村高康『暴走する能力主義－教育と現代社会の病理』筑摩書房、2018年、46-52頁。
15 「能力性」の評価基準に関わる逸脱と分類できる。大村英昭・宝月誠『逸脱の社会学－烙印の構図と

アノミー』新曜社、1979年。
16 Colin Sumner, The Sociology of Deviance: An Obituary, The Continuum Publishing Company, 

1994。



52

第5章　教育格差言説とリスク社会論

働きを支える概念が「逸脱」である。サムナーの挙げている例ではないが、次のようなこ
とを考えてみてもよいだろう。校則に違反する生徒は「生徒らしさ」の規範から逸脱して
おり、それを放置すると非行の傾向を強めかねない。彼らを校則違反者として（＝逸脱と
定義して）取り締まり、校則を守るように指導することによって、秩序は安定する。それ
が社会統制の働きである17。

だが社会統制は、規範に対する人々の合意が欠けているとうまく働かない。そしてサム
ナーは、20世紀最後の4分の1以降のアメリカ社会を、そのような状態の社会だとみなし
ている。一般的な規範はあっても、具体的な適用に対する合意がないというのである18。

そうした状況は、日本社会にも見られるのではないだろうか。先の校則の例で考えてみ
よう。子どもが「生徒らしくあるべき」という一般的な規範は存在するかもしれない。だ
が「ブラック校則」が話題となるように、往々にして個別の校則の正当性に対する合意は
欠けている。それでも「ゼロ・トレランス」の観点から取り締まりが強引に行われる。校
則に対する社会一般の支持は揺らいでおり、目につくのは取り締まりのむき出しの暴力で
ある。
「低学力」という逸脱についても、同じようなことがいえる。学力獲得が進学・就職へ

と安定的に接続していた時代には、低学力を逸脱とみなして矯正し、当人の将来の生活を
保障するというプロジェクトをいくらか素朴に信じられたかもしれない。だが先に取り上
げた山田は、教育のリスク化によって「学校で勉強しても就職に結びつかない、つまり『勉
強しても仕方がない』という事実が厳然と姿を現している」19と述べる。「学力をつけるべ
き」という規範は将来の見返りを約束せず、そもそも何が「真の学力」なのかについての
合意も揺らいでいる。先に「学力をつけないと死ぬぞ（もしくはまともに暮らせないぞ）」
という恫喝が教育格差言説を普及させた原動力だったのではないかと述べたが、当の言説
自体が見返りを約束し得ない空虚さを内包している。そうであってみれば、この言説の反
復自体が強迫的なものだといえるのではないだろうか。

逸脱をめぐる以上のような状況は、逸脱の基準を設定する人々の側を問うべきだとする
サムナーの見解に、説得力を与えるように思われる20。サムナーは、逸脱行動を実体視す
る逸脱の社会学に替えて、「非難の社会学（the sociology of censure）」を提唱する。問わ
れるべきは、逸脱を非難する人々の行いである。

非難の社会学は、非難の不均衡の是正を求める。例えば、暴動参加者に対する人々の厳
しい非難に比べると、無謀な投資によって経済を破壊した投資銀行家は非難されにくい21。
だが「社会へのダメージ」という観点から考えたら、どうなるだろうか。その場合には、
せいぜい身の回りの秩序を攪乱するだけでしかない暴動参加者（思うに校則違反者も「落
ちこぼれ」も似たようなものであろう）よりは、投資銀行家の与える社会へのダメージの

17 サムナーは、アメリカではニューディール以降の社会民主主義的な福祉国家において、逸脱概念が
とりわけ重視されるようになったという。

18 Colin Sumner, “Censure, Culture and Political Economy: Beyond the Death of Deviance Debate”, 
Steve Hall and Simon Winlow （eds.） New Directions in Criminological Theory, Routledge, 2012, 
p.175。この背景にサムナーが見出すのは、社会の分断をためらわない新自由主義の伸長である。

19 前掲書、180頁。
20 逸脱を定義する側への着眼は一般に、社会学・犯罪学におけるラベリング論の登場以降、重視され

るようになった。
21 前掲論文。
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方が、重大である。私たちは、ミクロな秩序において逸脱者とされる人々よりも、「ビジ
ネスからの保護を必要としている」22のだ。

こうしてサムナーが提示する社会倫理は、資本主義の展開が社会に与えるダメージを重
視する。そして一握りの富裕層・大企業とそれ以外の人々との間に、集団的な敵対関係が
存在することを見逃さない。そこで本稿はその論点を参考にしつつ、教育格差言説に替え
る対案を最後に論じよう。

5 ．何が必要か

ここで改めて、リスク社会論的なものの見方が、集団間の敵対性をいかにバイパスして
しまうのかを確認しておこう。将来の救済に期待を抱くメリトクラティックな発想が、学
力に関するリスクを憂える言説の根本にある23。そうした言説においては教育達成・職業
達成の階層間格差という機会の不平等を見出すことによって、職業的地位や所得の格差と
いう結果の不平等に対する個人の自己責任が解除されることもある。だがそうした階層的
不平等の知見は常に、競争条件の整備、すなわち機会の平等化という手段の強化策へと接
合される。地位達成の結果が個人の自己責任でないのなら、ただちに持てる者の富を奪っ
て与えよという主張も可能なはずだが、そのような主張はなされない。集団間の敵対性は、
等閑視されてしまうのである。

これを別の観点から見れば、次のようなことになろう。教育格差言説は、現在生じてい
る社会への甚大なダメージを無視する。資本主義の今日的な展開によって生活環境に加え
られるダメージは、中間層の解体と全般的な貧困化である。だが子どもの学力向上を目指
しても、中間層の解体と全般的貧困化を解消することには直接結びつかない。ある人の学
力を向上させて職業的地位達成に結びつけたとしても、そこで行われているのは仕事待ち
行列の入れ替え戦であるから、誰かが変わりに転落するだけである24。

そもそも職業達成や教育達成の出身階層による格差という意味での機会の不平等は、産
業化が進行しても解消されないことが、実証研究によって明らかになっている。だから救
済のパイが大きく減じられた中での強迫的・ヒステリックな言説として、教育格差言説の
繁茂を把握することが可能であるだろう。人々に仕掛けられたマッチポンプとして、「社
会階層の低い子どもの学力に関するリスクを憂慮する」言説を位置づけるべきである。リ
スクの問題化とリスクへの対処策が、現在の問題の存続を支える。子どもの未来に投資す
る身振りによって、大勢の者の現在が犠牲にされているのである。

以上の考察を踏まえるならば、教育格差言説（＝リスクへの対処策）に対置すべきは、
集団間の敵対性の明示であり、具体的には現在を生きられるように下層への十分な分配を
要求することである。目指すべきは、学習の結果がライフチャンスを左右するような社会
をやめることである。

現時点での分配・再分配や承認を要求するこうした態度（「今よこせ！」）は、リスクへ

22 同上、178頁。
23 マイケル・サンデル『実力も運のうち－能力主義は正義か？』早川書房、2021年。
24 この点については、金井利之「貧困・子ども・学力」教育文化総合研究所編『貧困と子ども・学力

研究委員会報告書－学力向上論の欺瞞と居場所としての〈学校〉』、2017年を参照。
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の構えを中心にしたものとは異なる新たな生や社会の組み方のありようを示唆する。将来
を見越したリスク計算の徒と、「今分配しろ」の輩との集団間抗争が潜在的に存在するの
であり、その対立を活性化すべきである。
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